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概要 

 

ポリエチレン（PE）やポリプロピレン（PP）のような汎用プラスチックは安価、軽量、

自在な成形性による高い意匠性・デザイン対応性などの特性で、我々の日々の生活を豊か

にしてきた。一方でプラスチックの多くが自然環境中で生分解しないことにより海洋プラ

スチックごみをはじめ、大きな社会問題として注目されている。使い捨てプラスチックに

よる多数の環境問題の対処法として、ポリ乳酸（PLA）に代表される既存の生分解性プラ

スチックの多くは脂肪族ポリエステルであり、高温・高湿のコンポストなど特定な環境で

は分解性を示すが、海洋分解性は有さない。また、熱あるいは光によって微細化してマイ

クロプラスチック化による悪影響も懸念されている。海洋生分解性を有するプラスチック

として、カネカ社が開発した PHBH に代表される微生物産生ポリエステルは工業化を目指

している。微生物産生ポリエステル PHBHは 5千トン/年の製造が計画されているが、全世

界のプラスチックの生産量（3 億トン/年）規模と比してあまりに少量である。その理由と

して PHBH の価格が汎用プラスチックと比して高く、物性も劣るため、日用品をはじめと

して適用用途が極めて限定されることが挙げられる。一方、脂肪族ポリエステルであるポ

リブチレンスクシネート（PBS）は三菱ケミカルが工業生産し、増産計画が発表されてい

るが、価格・物性・製造設備等の課題から海洋生分解性プラスチックとして広く普及する

には、かなりの時間を要すると考えられている。さらに PHBH、PBS ともに単独での使用

は困難な場合が多く、他の樹脂とのブレンドで実用レベルの物性を発現させているのが現

状である。このように海洋生分解性プラスチックの開発には脂肪族ポリエステル以外の材

料による既存プラスチックの特性限界を超える挑戦が不可欠である。 

環境省ら9省庁が令和元年5月に発表した「プラスチック（プラ）資源循環戦略」には、

再生材・バイオプラの利用促進、海洋プラ対策が示され、環境への負荷が低い海洋分解性

素材の開発・利用促進が求められている。そのため、本研究では産業廃棄物となったゼラ

チンまたはデンプンに注目し、非生分解の石油由来プラの海洋生分解性プラへの代替を目

指して産業廃棄物を利用する海洋生分解性バイオマスプラスチック（Marine-Biodegradable 

Biomass Plastics、MBBP）を開発する。現在、国内プラ生産量（約1千万トン/年）のうち、

国内で流通している生分解性プラは約 7 千トン/年と国内市場に占める割合は 0.07%と極め

て小さく、しかも土壌の微生物による分解を前提とした生分解性プラが主流であり、海洋

生分解性を有するプラはわずかな種類しか上市されていない。この指針に基づき本研究で

は海洋生分解性プラの開発に向けて、生分解性ポリエステル（生分解性プラ）に海洋生分

解性のバイオポリマー（ゼラチン・デンプン）をブレンド化することで海洋生分解性を付

与するとともにプラを高性能化し、実用的な成形技術開発に基づき MBBP を開発し、事業

性を実証する。同時にその海洋生分解挙動を評価し、分解機構を明らかにすることで海洋

生分解機能のさらなる向上を実現する。 
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Abstract 

 

General-purpose plastics such as polyethylene (PE) and polypropylene (PP) have enriched our daily 

lives with their characteristics such as low cost, lightweight, and high design flexibility due to flexible 

moldability. On the other hand, most plastics do not biodegrade in the natural environment and become 

a major social problem, such as marine plastic pollution. Many of the existing biodegradable plastics, 

typified by polylactic acid (PLA), are aliphatic polyesters as a way to address the many environmental 

problems caused by single-use plastics. Although they exhibit good compost biodegradability, they do 

not biodegrade in marine environments. PHBH, developed by Kaneka as a marine biodegradable 

plastic, is aiming for industrialization. Production of microbial-produced polyester PHBH is planned 

to be 5,000 tons/year, but the scale of production is too small compared to the world's plastic amount 

(300 million tons/year). On the other hand, polybutylene succinate (PBS), an aliphatic polyester, is 

industrially produced by Mitsubishi Chemical, and plans to increase production have been announced, 

but due to issues such as price, physical properties, and manufacturing equipment, it is widely used as 

a marine biodegradable plastic. It is believed that this will take a considerable amount of time. 

Furthermore, it is often difficult to use both PHBH and PBS alone, and at present practical properties 

are achieved by blending them with other resins. In this way, the development of marine biodegradable 

plastics requires the challenge of using materials other than aliphatic polyester to exceed the property 

limits of existing plastics. 

The "Plastic Resource Circulation Strategy" announced by the Ministry of the Environment and nine 

ministries in May 2019 promotes the use of recycled materials and bioplastics, and measures to deal 

with marine plastics. There is a need to promote the development and use of flexible materials. 

Therefore, in this study, we focused on gelatin and starch among the biopolymers contained in 

industrial waste and aimed to replace non-biodegradable petroleum-derived plastics with marine 

biodegradable plastics. Developing degradable biomass plastics (Marine-Biodegradable Biomass 

Plastics, MBBP). Currently, of the domestic plastic production (approximately 10 million tons/year), 

biodegradable plastics distributed domestically account for approximately 7,000 tons/year, which 

accounts for an extremely small 0.07% of the domestic market. The mainstream is biodegradable 

plastics that can be decomposed by microorganisms, and only a few types of plastics that are 

biodegradable in the ocean are on the market. Based on this guideline, this research aims to develop 

marine biodegradable plastic by blending biodegradable polyester (biodegradable plastic) with marine 

biodegradable biopolymers (gelatin and starch). MBBP will be developed based on the development 

of practical molding technology, and its business feasibility will be demonstrated. At the same time, 

we will evaluate its marine biodegradation behavior and clarify the decomposition mechanism to 

further improve its marine biodegradation function.  
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第 1章 序論 

  

1-1 海洋生分解性プラスチックの現状 

 

 ポリエチレン（PE）やポリプロピレン（PP）をはじめとする汎用プラスチックは安価で

あり、丈夫で耐久性があるという特徴を活かし、シングルユース包装材料をはじめ、衣類

やカトラリー等幅広い分野で利用されてきた。しかしながら、自然環境中で分解されにく

いため、様々な環境問題を引き起こしている。近年、マクロプラスチック（サイズの大き

いプラスチックごみ：レジ袋、PET ボトル等の成形品）とマイクロプラスチック（サイズ

の小さいプラスチックごみ：プラスチックの破片や研磨材等といわれている）による海洋

汚染が深刻になっている[1-1]。また、フリース等に利用されるポリエステル、ナイロンと

いった化学繊維のマイクロファイバー（長さ 5 ミリメートル以下）が洗濯で抜け落ち、

川・海に流出することで汚染の原因となっている。現状、海洋に漂流するプラスチックの

正確な量は把握されていないが、世界で毎年 900 万トンを超えるプラスチックごみが陸上

から海洋へ流出すると報告されている[1-2]。プラスチックごみの中でも、とりわけ海洋へ

流出する可能性が高いワンウェイ用途のプラスチックについては、海洋へ流出しても環境

への負荷が小さい新素材（海洋生分解性プラスチック）へ代替することが社会的に切望さ

れている。経済産業省は、2019 年 5 月に海洋プラスチックごみ問題の解決に向け、イノベ

ーションを通じた取組みとして、海洋生分解性プラスチックの開発・導入普及を図るため

の主な課題と対策を取りまとめた「海洋生分解性プラスチック開発・導入普及ロードマッ

プ」を発表した。このロードマップには、海洋生分解性プラスチックの種類を増やすこと

で製品の適用範囲を増やす（MBBP1.0、MBBP：Marine Bio-degradable Bio-based Plastics）

ことのみならず、地球温暖化対策や資源循環の観点から植物由来かつ海洋生分解性を有す

るプラスチックの普及拡大が言及されている。また、ロードマップには「複合素材の技術
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開発による多用途化」（MBBP2.0）が言及されており、フィラー等の機能性充填剤との複

合化による新用途の創出・普及導入を目指すとされている。海洋生分解性プラスチック複

合材料の開発では、機能性充填材についても海洋生分解性が求められる。さらに革新的技

術・素材の研究開発（MBBP3.0）フェーズでは、新素材の開発により実現可能な物性幅を

広げ、海洋生分解スピードやタイミングをコントロールする機能等、製品の使用中安定性

（日常生活における使用中は安定、海洋中では生分解が進行）を向上させることにより初

めて実現可能な用途が製品イメージとして示されている。  

 現在、実用化されている海洋生分解性プラスチックは微生物産生ポリエステルをはじめ

とする一部の脂肪族ポリエステルに限定される。カネカが工業化した微生物産生ポリエス

テル（PHBH、ポリヒドロキシアルカン酸（PHA）の一種）は 5 千トン/年の生産であるが、

全世界のプラスチックの生産（4 億トン/年）規模と比してあまりに少量である。汎用プラ

スチックと比して、価格、物性、成形性に課題があり、日用品をはじめとして適用範囲が

狭い。脂肪族ポリエステルであり、土壌での生分解性を有するポリブチレンスクシネート

（PBS）は三菱ケミカルが工業生産し、最近では PBS コンパウンドの海洋生分解が発表さ

れたが、PHBHと同様の課題が指摘されている。 
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1-2 生分解性プラスチック 

 

 熱可塑性プラスチックであるポリ乳酸 (PLA)はトウモロコシやイモ等の主成分であるデ

ンプンから合成される代表的なバイオプラスチックの一つで、デンプンを酵素分解し、グ

ルコースを発酵することで乳酸モノマーが得られ、それを重合することで合成される。植

物を原料とするため製造過程で発生する CO2 量と光合成で吸収される CO2 量が等しいた

め、カーボンニュートラルな材料として循環型社会の構築に貢献できると考えられている。

また、生分解性を有しているため景観保護や廃棄物処理問題の観点からも有用とされてお

り、世界で最も生産されているバイオプラスチックとなっている[1-3~4]。高い生体適合性

を持つため、医療用途では内部縫合や組織足場材料としても利用されてきた[1-5]。また

PLA の低毒性を活かして包装材料や消費財の分野でも利用が拡大した[1-6]。PLA は透明性

が非常に高く、D-リモネンやエチルアセテート等の有機透過物へのバリア性能はポリエチ

レンテレフタラート (PET)と同等の値を示す[1-7]。引張強度や曲げ強度は PP、PEおよびポ

リスチレン (PS)といった汎用プラスチックよりも大きいが、硬く脆い性質のため、衝撃強

度や伸びに関してはこれらに劣る。また、前述のように海洋生分解性を有しておらず、海

洋中に流出しても生分解されるような設計が求められている。さらに、従来の汎用プラス

チックと比べて高コストであることから完全に代替されるには至っていないことも問題点

として挙げられる。 
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1-3 デンプン含有生分解性プラスチック 

 

 デンプン（スターチ）はアミロースとアミロペクチンに分けられ、アミロースは α-1,4結

合でグルコースが連なったポリマーで分岐構造が少ない。一方、アミロペクチンは一つの

グルコースユニットに α-1,4 結合のみならず、α-1,6 結合を多く含む分岐構造を持つ。アミ

ロースは熱水に溶解し、比較的分子量が小さいが、アミロペクチンは熱水に不溶で分子量

が高い。植物の種類によりアミロースとアミロペクチンの含有量が異なり、コーンスター

チのアミロース含量は約 25％である。デンプンは自然界に豊富に存在し、精製度の高いデ

ンプンを大量かつ安価に入手でき、主用途は食用分野における増粘安定剤やゲル化剤等で

ある。 

 デンプンや加工デンプン（化学変性デンプン）は食品素材として幅広く用いられてきた

ことから安全性が担保されているうえ、価格は数十円～百数十円/kg と汎用プラスチック

（PE、PP、PS等）と同程度以下と安い。そのため、多くの非食用途もあり、糊化デンプン

や加工デンプンが繊維業界や製紙業界で利用されている。デンプンは単独ではプラスチッ

クに利用できないが、グリセリンを混合すると溶融成形が可能となる。カプセル材料や食

品用トレー等に利用される。一方でデンプンはプラスチックとの混和性、耐久性、耐水性

が低いため、プラスチック製品への利用（配合）が限定されるという問題がある。数少な

い実用化例としてノバモント社（イタリア）製「マタービー」が挙げられる。デンプンと

ポリブチレンアジペートテレフタレート（PBAT）等の生分解性熱可塑性ポリマーとのブレ

ンドであるマタービーは、生分解性を活かした農業用マルチフィルムのみならず、レジ袋、

コンポストバッグ、紙ラミネート、食器・容器類、射出成形品等に加工できる。マタービ

ーは法規制の厳しいヨーロッパでは、すでに様々な用途で使用されているが、高価格に加

え、限定的な物性から世界で幅広く流通するに至っていない。尚、マタービーは海洋生分

解性も示す。 
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 我々は優れた耐水性を有する生分解性デンプン複合材料を開発した（図 1-1）[1-8~9]。

デンプンとセルロースという二大多糖類のブレンドにより海洋生分解性複合シートを作製

した。デンプン誘導体単独では乏しい機械的特性と耐水性を CNFの添加により大幅に向上

させ、実用レベルの機械的特性と耐水性を有するシートを創出した。加工デンプンの一種

であるヒドロキシプロピルデンプン（HPS）、アセチル化デンプン（AS)、酸化アセチル化

デンプン（AOS）に対し、TEMPO酸化 CNF（TOCN）を適切な割合で混合し、加熱乾燥に

よりシート化したところ、透明かつ機械的特性に優れた複合シートが得られた。いずれの

サンプルでも引張試験における破断強度は 100 MPa を越え、複合シートは優れた機械的強

度を有することが分かった。既存のプラスチックシートと同等レベル以上であり（PP の最

大応力～50 MPa）、既存のプラスチックシート代替の潜在性を有する。複合シートのヤン

グ率は AOS>HPS>AS の順となった。複合シートの表面および断面を SEM で観察すると

図 1-1 デンプン/セルロース複合シートの開発 
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AOS/TOCN は微小な粒子が観察されたが、他は均一であった。AOS は合成過程で水に不溶

な粒子が形成するために粒子がフィラーとして作用し、AOS/TCNの機械的強度が最も高か

ったと考えられる。また、いずれの複合材料も透明性は極めて高く、HPS/TOCN 複合シー

トのHaze値は 13%であった。機械的強度も高いことから食品包装用フィルム等への応用が

期待できる。 

 加工デンプンに TOCN を複合化することにより耐水性が付与された。TOCN シートは水

に浸漬すると大きく膨潤し、膨潤率は 6700%程度で、ヤング率は 0.05 MPaとなった。また、

デンプンシートは水に溶解し、膨潤率と機械的強度を測定することはできなかった。一方、

HPS/TOCN 複合シートの膨潤度は低く、水中で崩壊せずに自己支持性を有していた。セル

ロースおよびデンプンの単独では持ちえない耐水性が複合化によって得られた稀有な例で

ある。適切な組成比を設定することで膨潤率が 600%まで抑制された。複合シートの場合の

み耐水性が付与されるため、耐水性には CNFとデンプン間の相互作用が鍵になると考えら

れる。TOCN は TEMPO を用いてセルロースの水酸基がアルデヒドを経てカルボン酸へと

酸化することで合成されるため、TOCN 表面にアルデヒド基が残存しており、これがデン

プンの水酸基との反応によりヘミアセタール結合を形成し、デンプンとセルロース界面を

安定化していると考えられる。 

 耐水性のパラメーターである膨潤率は AOS>AS>HPS となっており、変性デンプンの化

学組成が膨潤率に影響することが明らかとなった。TOCN 単独では表面に残存する水酸基

が少ないことに加えて、カルボキシレートの静電反発によって、水中で大きく膨潤する。

一方、HPS は水溶性が高く成膜性が良いことに加えて、自由度の高い水酸基を大量に有し

ているために TOCNと効率的にヘミアセタール結合を形成したと考えられる。ASはアセチ

ル化によって水酸基が減少し、AOS は粒子形成によりヘミアセタール結合形成を阻害して、

耐水性の向上が妨げられたと考えられる。 
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 これらのデンプン/TOCN 複合シートの海環境で生分解性評価は、国立研究開発法人海洋

研究開発機構の協力を得て実施した。菌が多く繁殖する鯨骨上に TOCN シートと複合シー

トを 1 カ月間静置した。TOCN/HPS 複合シートに顕著な分解が認められたが、同条件で

TOCN単独シートはほとんど分解しなかった。また、分解したフィルム表面を SEMで観察

すると多くの菌類が付着していた（図 1-2）。これらの結果はデンプンをプラスチックに配

合することで海洋生分解機能が発現する可能性を強く示唆する。デンプンは海洋微生物に

とっては格好の栄養源であり、デンプン配合プラスチック上に微生物が容易に繁殖するこ

とでバイオフィルムを形成し、難海洋生分解性プラスチックであってもバイオフィルム中

の微生物が産生する酵素により分解が進行することが推測される（図 1-3）。 

 先行研究では、東京海洋大学と共同で熱可塑性デンプン (TPS)を含有した生分解性プラ

スチックの海洋中での生分解性実験を行い、時間経過に伴う生分解能を調査した。 

図 1-2 デンプン/セルロース複合シートの海洋生分解性を示す SEM 写真 
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図 1-3 トリガーとするスイッチ機能を有する海洋生分解性プラスチックの設計指針 

図 1-4 海洋生分解性実験の様子 
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PLA/PBAT/TPS（PLA：PBAT：TPS 重量比= 12：63：25）のブレンドを二軸混練機によっ

て作製し、海洋生分解性を評価した。東京海洋大学品川キャンパス繋船場にて短冊状のフ

ィルムを浸漬させた（図 1-4）。50 ミリリットルコーニングに数カ所の穴を開け、その中に

フィルムを一枚ずつ入れ、先端に重りをつけたロープにこれらのコーニングを固定させ、

繋船場の岸から水深が約 3.2 メートルの位置に吊るした。1ヶ月、2ヶ月、半年に各 2本ず

つ回収し、サンプルに①〜⑥と番号を付け、①,②は 1ヶ月間、③,④は 2ヶ月間、⑤,⑥は半

年間浸漬させたものとした。 

 浸漬前のフィルムは蒸留水で洗浄後、乾燥棚で一晩乾燥させてから乾燥重量を測定した

結果では、1 ヶ月後には 10%程度の重量減少が確認された。その後も浸漬時間に伴い重量

減少が見られ、6 ヶ月後には約 50%の重量減少が認められた。本研究で使用したフィルム

のデンプン含有量は 25%であることからデンプンのみが分解されただけでなく、それ以外

の PLAや PBATも分解されたことが示唆された。浸漬後のフィルムの TG-DTA分析を行い、

フィルム中の樹脂の組成比の経時変化を調べた（図 1-5）。浸漬後の樹脂の残存率の変化を

見ると、デンプンは 2 ヶ月後には浸漬前との相対比で 60%程度の重量減少が見られた。ま

た、PLA や PBAT に関しても 10%程度の重量減少が確認された。さらに、半年の浸漬後に

はデンプンは約 90%、PLA は約 20%、PBAT は約 35%減少した結果が得られた。さらに、

浸漬後のフィルムの TG-DTA 分析を行い、フィルム中の樹脂の組成比の経時変化を調べた

（図 1-6）。浸漬後の樹脂の残存率の変化を見ると、デンプンは 2 ヶ月後には浸漬前との相

対比で 60%程度の重量減少が見られた。また、PLA や PBAT に関しても 10%程度の重量減

少が確認された。さらに、半年の浸漬後にはデンプンは約 90%、PLA は約 20%、PBAT は

約 35%減少した結果が得られた。 
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図 1-5 浸漬時間に対する重量変化 

図 1-6 各樹脂の重量変化 
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浸漬後の①〜⑥の外観写真を図 1-7 に示した。写真からも明らかであるが、海洋中での

浸漬時間が長くなるほど、フィルムが分解によって劣化している様子が見られた。2 ヶ月

と半年後のフィルムをマイクロスコープ (SE-2000WR、セルミック株式会社)と SEMを用い

てモルフォロジーを観察した（図 1-8, 図 1-9）。浸漬時間が 2ヶ月のサンプル (③,④)ではマ

イクロスコープでは大きな変化は確認されなかったが SEMで見ると表面に複数の小さな穴

が観察された。さらに、半年後のサンプル (⑤,⑥)ではマイクロスコープで観察すると、フ

ィルムに多数の大きな空孔が観察され、生分解による劣化が確認された。また、SEM から

も 2 ヶ月のものと比べてフィルム表面がより粗く、空孔も多く観察された。これらの結果

から、浸漬時間が経つにつれて微生物によってフィルムが生分解され、空孔ができ、さら

にそこから内部まで生分解が進んだため、より大きな空孔ができたことが考えられた。 

 

 

 

図 1-7 浸漬後のフィルムの外観 
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図 1-8 浸漬後のフィルムのマイクロスコープ画像 

図 1-9 浸漬後のフィルムの SEM 画像 
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 2ヶ月後のフィルム③から 29株、6ヶ月後の⑥から 32株の菌種同定ができた。 2ヶ月の

デンプン分解菌にはバイオフィルム形成能が高い Vibrio splendidusやその近縁種が顕著に見

られた。このため、デンプンを栄養として、バイオフィルムの形成が促進されている可能

性が示唆された。デンプン非分解菌には Shewanella 属を始め数種の属が存在した。6 ヶ月

後では、Vibrio splendidusは見られず、Pseudoalteromonas proofundi等のエステラーゼ生産菌

が増加し、Shewanella属や Vibrio algivorus等も見られた。一般に、PLA/PBAT/TPSブレンド

中の海中難分解樹脂部である PLA、PBAT は土壌等でのエステラーゼやリパーゼによる分

解が知られている。例として、PLA に対し高い分解活性を持つ Pseudomonas aeruginosa S3

株のエステラーゼ、PBATに対し分解活性を持つ Pseudomonas pseudoalcaligenes のエステラ

ーゼ PpEst 等が挙げられる。これらのことから、バイオフィルム中から得られたエステラ

ーゼ、リパーゼ生産菌がフィルム中の PLA、PBAT を分解した可能性がある。これらの結

果から、デンプンによってバイオフィルムが形成され、デンプン非分解菌の生育しやすい

環境ができ、難海洋生分解性である PLAや PBATも生分解されたと考えられた。 
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1-4 本事業全体の目的 

 

海洋には、広くゼラチン分解微生物が生息しているが、本事業の共同実施者―東京海洋

大学が見つけた深海の低温性ゼラチン分解細菌が持つゼラチン分解酵素は高圧環境でも高

いゼラチン分解活性を示した [1-10]。この発見は、新たに開発するゼラチン含有 MBBP が、

仮に海表面で生分解し切れず、海中を沈降して海底に至っても生分解が続くことを示唆し

ている。そのため、ゼラチンやおからも海洋微生物にとっては格好の栄養源であり、ゼラ

チンやおから配合プラスチックス上に微生物が容易に繁殖することでバイオフィルムを形

成し、PLA のような難海洋生分解性プラスチックスであってもバイオフィルム中の微生物

が産生する酵素により分解が進行することが推測される。そのため、本研究では熱可塑性

生分解性プラスチックスにゼラチン食品廃棄物を含有させることで広範なプラスチックス

の置換えが可能な熱可塑性 MBBPを開発する。 

また、世界では食品廃棄（食品ロス）の量は 13 億トンとなり、日本でも 1年間に約 612

万トン（2017 年度推計値）もの食料が捨てられている。また、食品の生産には多くのエネ

ルギーが必要となり、廃棄して燃焼すると大量の CO2が発生し、埋立でも CO2の 28倍以

上温室効果を持つメタンガスが発生する。一定品質の廃棄物が入手できる食品産業の廃棄

物は有効利用に好適である。ゼラチン食品廃棄物の一例として、薬剤やサプリメントのソ

フトカプセルを挙げられる。ソフトカプセルはゼラチンを水/グリセリンに溶解してシート

化し、両側から帯状にしたゼラチンシートをダイロールと呼ばれる一対の回転する円筒金

型の間に送り、2 枚のシートの間に内容液を注入し、両金型の打ち抜きによってカプセル

に成形される。しかしながら、生産ラインの配管残渣や打ち抜き残渣等ゼラチンシートの

多くが利用されず、ソフトカプセル皮膜材料の廃棄物が 20％～30％を占めて、業界では数

百トンのソフトカプセル皮膜の残渣が廃棄されている。本研究では生分解を誘発する成分

として産業廃棄物のゼラチンとデンプンを PLA 等の生分解性プラスチックスに組込むこと
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で海洋生分解機能の付与/向上を達成する。天然多糖類は海洋生分解性を有しており、申請

者は耐水性に優れたデンプン/セルロース複合シートを開発し、その優れた海洋生分解性を

見出している。本事業では熱可塑性デンプンに注目し、生分解性プラスチックスに高含有

かつ均一にブレンドする技術を開発し、その海洋生分解性を明らかにしてきた。しかし、

デンプンは可食資源であり、使途に社会的懸念があるため、熱可塑化が可能かつ生分解性

に優れる産業廃棄物として、ソフトカプセル廃材のゼラチンと熱可塑性デンプンの製造時

に発生する廃材（ロス）のデンプンに焦点を当てる。本研究では生分解性プラスチックス

へのゼラチンあるいはデンプンのブレンドにより海中で生分解を誘発する機能を付与する

ことを提案し、具現化・検証により具体的な製品開発に資するブレンド技術、成形技術を

構築する (図 1-10)。 

ソフトカプセルはゼラチンを水/グリセリンに溶解し、シート化して生産される。加熱によ

る濃縮によりゼラチンが熱可塑化してカプセルが形成できるため、加熱処理により熱可塑

性ゼラチン（ゼラチン/グリセリン）が得られると考え、申請者と共同実施機関のアピ株式

会社はソフトカプセル生産時に発生する廃棄物からの熱可塑性ゼラチンの開発に着手し、

図 1-10 事業概要 
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特許を出願した。アピで年間数十トンの廃棄ゼラチンがあり、同分野の他企業を含めると

数百万トンに達する。一方、熱可塑性デンプンを工業生産工程においてペレットのサイズ

のムラにより、出荷できないロスが 40％以上に達する [1-11]。本研究では、これら産業廃

棄物に着目し、工業化可能な熱可塑性ゼラチンとデンプンの製造技術を確立するとともに、

PLAをはじめとする生分解性プラスチックスとのブレンド技術を構築して MBBP を開発す

る。MBBP 中のゼラチン成分のナノ分散まで視野に入れた観察技術を構築し、開発する

MBBPの物性・海洋生分解性を実用レベルまで向上させて事業性を実証する。 
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第 2章 産業廃棄バイオマスを利用した海洋生分解プラスチックの開発 

  

2-1 実証手法と目標 

 

 産業廃棄物の廃材ゼラチン・デンプンと生分解性プラスチックのブレンドにより MBBP

を開発する。廃棄物ゼラチンを熱可塑化する技術を構築するとともに熱可塑性ゼラチン・

デンプンと生分解性プラスチックの混錬技術を開発する。得られるブレンドの分散状態を

ナノレベルで制御することで、汎用プラスチックと同等以上の物性を獲得する。生分解性

プラスチックの種類により軟質～硬質の MBBP を創製し、用途に応じた成形技術を開発す

る。生分解性プラスチック中のバイオポリマーの分散性を高める相溶化剤の開発も手掛け、

物性向上につなげる。 

 

具体的に、下記の 4項目を実施する。 

1. 熱可塑性ゼラチンの製造開発：廃棄物ゼラチン中の脱水条件等の検討から生分解性プ

ラスチックにブレンドできる熱可塑性ゼラチンを作製 

2. 熱可塑性ゼラチン/PLA等ブレンド・成形：作製した熱可塑性ゼラチンと PLA、PBSと

のブレンド条件検討、実用レベルの機械的強度・耐水性・透明性付与、成形条件検討 

3. 熱可塑性デンプン（製造時の廃材）・ゼラチン/PLA 等ブレンド・成形：産業廃棄物熱

可塑性デンプンと PLA、PBS とのブレンド条件検討、実用レベルの機械的強度・耐水

性・透明性付与、成形条件検討、モデル製品作製 

4. 開発 MBBP の海洋生分解評価：開発したブレンド品と成形品を東京湾に浸漬し、海洋

生分解性を評価 
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以上を通じ、表 2-1 に示す数値目標を達成する新規素材を開発する。物性の数値目標は汎

用プラスチック（硬質成形物は主に PP、軟質フィルムは PE をターゲットに設定）のデー

タを参考にしたものであり、プラスチック製品の実用化検証の判断基準である。これらを

達成することで社会普及できるプラスチック製品としての事業性を実証する。 

 

表 2-1 開発するMBBPの物性・海洋生分解性に関する数値目標 

 

 

海洋生分解性が関する目標は異なる海洋環境中での分解の可能性を判断するための基礎

的尺度として設定した。 

 熱可塑性ゼラチンを開発し、PLA、PBS 等の生分解性プラスチックと混錬することでブ

レンドを作製する。ゼラチン界面のナノレベルで制御と生分解性プラスチックの均一分散

の技術開発により表 2-1 の数値目標を達成する。そのために界面親和性を高める相溶化剤

を開発するとともにブレンド（熱混錬）条件を最適化する。また、硬質プラスチック開発

を中心として、物性が不足する場合にはフィラーとしてセルロースやタルクを添加する。

フィラーの分散性を制御して複合プラスチックの物性を向上させ、硬質系材料の数値目標
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を達成する。また、MBBP における分散性制御をナノレベルまで達成することを目標とす

る。 

予備検討では、ソフトカプセル打抜き後のゼラチン残渣を用いて PLA とブレンドしてフ

ィルム化をすることに成功した。ゼラチンの添加によりフィルム強度（ヤング率）は添加

前より向上していることを明らかにした。物性目標値を破断応力 150 MPa 以上、耐水性

（含水率）5 %以下、透明性の目標値は曇り度 30 %以下、平行線透過率 65 %以上に設定す

る。さらに、ブレンドにより作製した MBBP に対する射出成形、押出成形の技術を開発し、

実用的な製品モデルを製造する（数値目標：ボトル、フィルムなどモデル製品数＞3）。こ

れらモデル製品を展示会等に出展し、ブランドオーナー企業等との接点を増やし、事業性

を検証する。 

また、東京海洋大学では種類（採取場所、微生物量等）の異なる海洋環境を模倣した水

槽において浸漬による基礎評価を行い、MBBP の組成・分散構造と分解性との相関を明ら

かにする。特に、構造と分解特性の関連に着目するため、電子顕微鏡観察を用いた詳細な

表面形状解析を行い、その時系列変化を生物化学的酸素要求量（BOD）試験による生分解

量とともに調べる。表 2-1 記載の分解性に関する数値目標を達成するため、その結果を

MBBP 開発にフィードバックする。さらに、分解初期に MBBP 表面に形成されるマイクロ

コロニーを形成する微生物を分離する。分離株を用いて MBBP と微生物との物理的相互作

用を解析し、MBBP への微生物付着効率と MBBP の成分分散性・局在パターンの関係を明

らかにする。また、異なる分解フェーズの MBBP に存在する微生物を同定することによっ

てバイオフィルムの菌叢構造を明らかにする。さらに、MBBP 分解微生物を単離し、分解

酵素を精製し同定することで、分解酵素の機能と生産条件を明らかにし、海洋中での分解

性目標値は 30 ℃で 50 %以上/月とする。 
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2-2 熱可塑性ゼラチンの製造 

 

ゼラチンは、動物の骨や皮膚に含まれるコラーゲンを加水分解して得られるタンパク質

であり、その物理的および化学的特性は、供給源、動物の年齢、コラーゲンの種類、使用

される抽出方法によって大きく影響される [2-1]。 世界のゼラチン生産量は 2011 年に 348.9 

キロトンで、2018 年には 450.7 キロトンに達しており、近年の年間平均成長率 (CAGR) 

3.73% で増加した [2-2]。ゼラチンは、処理方法の違いにより、酸処理ゼラチン（A タイプ）

とアルカリ処理ゼラチン（Bタイプ）2種類に分類される。ゼラチンなどのタンパク質分子

では無機イオン等を吸着しているため、等電点で（＋）と（－）の荷電量が等しくないこ

とがある。この場合、荷電量がちょうど釣り合って±0 になる pH を等電点といい、酸処理

した Aタイプゼラチンの等電点は pH が 7 から 9 になり、アルカリ処理した Bタイプゼラ

チンの等電点は pH が 5 付近になる [2-3]。ゼラチンの品質は、ゲルの強度と抽出されたゼ

ラチンの粘度によって決まり、「ブルーム値」としても知られるゲルのゼリー強度は、ゼ

ラチンの強度と硬さの指標である。一般的に、ゼラチン成分の平均分子量はブルーム値が

30 グラムから 300 グラムの間に反映し、低分子量ではブルーム値が 150 グラム より低く、

中分子量ではブルーム値が 150 グラム から 220 グラム になり、高分子量ではブルーム値が 

220 グラム から 300 グラム になる。すなわち、ブルーム値が高くなるほど、ゼラチンの分

子量が高くなり、強度が高くなることを示し、ゼラチンの異なるブルーム値は、必要な製

品の種類とその機能に基づいて適用される [2-3]。さらに、ゼリー強度、ゼラチン濃度、pH、

温度はゼラチンの粘度に直接影響を及ぼす [2-4]。 

ゼラチンはほぼ無味無臭の物質であり、一般的に顆粒状または粉末状で製造されている。 

また、吸湿性があるため、ゼラチンの吸水能力は乾燥および保管時の相対湿度に依存する。 

極端な pH と高温の環境においては、ゼラチンが変性されてゼラチンの三次元構造を破壊

し、ランダムなコイルを形成してゼラチンの粘度や弾性率を低下し、特性が変化される。
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したがって、高いゼリー強度を有するゼラチンを得るには、加工条件を注意深く制御する

必要がある。 

ゼラチンのゲル形成特性により、写真、化粧品、製薬業界で幅広く応用され、乳化剤、

発泡剤、コロイド安定剤、生分解性フィルム形成材料、マイクロカプセル化剤など、食品

産業でも数多くの用途がある [2-1]。 ゼラチンは、ブタ [2-5]、ウシ [2-6]、魚 [2-7]、家禽 [2-

8]、昆虫 [2-9]など、様々なタイプのコラーゲン源から考えられる。世界中の規制について、

アメリカ食品医薬品局 (FDA)は、伝染性海綿状脳症 (TSE) および牛海綿状脳症 (BSE) に関

連したゼラチンの安全性への懸念に関して、ゼラチンが指定された慣習的な業界プロセス

を使用して製造された場合、禁止されたウシの原料とはみなされないことを明らかにした 

[2-10]。さらに、欧州食品安全機関は、骨由来のゼラチンの BSE リスクは小さく、生後 12 

ヵ月を超えたウシ動物の頭蓋骨と脊椎骨はゼラチンの製造に使用すべきではないことを明

らかにした [2-11]。一方、対象となる食品に対するゼラチンフィルムの効果は、未処理の

ものと比較して食品の官能特性が優れていることを示している [2-12,13]。したがって、ゼ

ラチンフィルムが酸化作用を最小限に抑え、目的の食品の品質を維持しながら製品の保存

寿命を延長できることが証明された。 
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2-2-1 ゼラチン源 

 

一般的によく応用されているゼラチンは、下記のように異なるゼラチン源として分類さ

れている。 

＜哺乳類由来のゼラチン＞ 最も豊富なゼラチン源は主に哺乳類であり、特にウシとブタ

に由来しており、ブタの皮では約 46 %、ウシの皮では 29.4 %、ブタとウシの骨では 23.1 % 

を占めている。特に、ウシ皮とブタ皮のゼラチンは、その入手性の高さから食品製造業界

全体に普及している。一般に、ウシ皮のゼラチンはアルカリ処理で生成される B タイプゼ

ラチンとして知られ、ブタ皮のゼラチンは酸性処理で生成される A タイプゼラチンとして

知られ [2-13]、等電点はそれぞれ pH 4.8〜5.5と pH 7〜9.4である [2-14]。また、ブタ皮ゼラ

チンとウシ皮ゼラチンのブルーム値は、それぞれ 130 ～ 308 グラム [2-15,16] と 227 ～ 350 

グラム [2-17,18] の範囲で報告されている。 ブタ皮ゼラチンの粘度値 (cP)は 6.37 ～ 7.28 cP 

[2-15]であるのに対して、ウシ皮ゼラチンの粘度値は 3.90 cP と報告された [2-18]。ブタゼ

ラチンのアミノ酸組成は、ウシゼラチンと比較してグリシン、プロリン、アルギニンの含

有量が高いことが判明されている[2-6]。  

哺乳類のゼラチンは、優れたゼリー強度と粘度、または優れたフィルム形成特性により、

他の由来のゼラチンと比較してより人気があり、活用されている。しかしながら、哺乳類

ゼラチンは宗教制約により、イスラム教徒、ユダヤ教徒、またはヒンズー教徒では使用ま

たは摂取できないため、宗教的懸念やハラール問題に関して大きな欠点と問題を抱えてい

た [2-19]。さらに、前述したように、狂牛病や食口病 (FMD)としても知られるウシ海綿状

脳症 (BSE)に由来する有害な病原体を蔓延させる潜在的なリスクがあるため、ブタおよび

ウシゼラチンの代替ゼラチン源が優先されている [2-20]。このように、様々な供給源から

の代替ゼラチンの利用は食品産業にとって非常に有利になり、加えてハラール認証食品に

対する世界市場での関心が急速に高まっている [2-19]。 魚、ダイオウイカの皮[2-21]、ウナ
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ギの皮 [2-7,22]、鶏の皮、足、骨 [2-8,23]、アヒルの足 [2-24]などの家禽類のゼラチン源は

新しいゼラチン源として、 哺乳類由来のゼラチンを代替するために増加した。 

 

＜海洋資源からのゼラチン＞ 哺乳類由来のゼラチンの生産に問題を生じるため、魚や海

洋生物からのゼラチン抽出に関する数多くの研究が継続的に行われており、多くの研究者

から大きな関心を集めている。 魚の皮から A タイプゼラチンを抽出するには、弱酸前処理

が一般的に使用される [2-25]。 一般的に、魚類ゼラチンのブルーム値は哺乳類ゼラチンの

ブルーム値 (130 ～ 308 グラム) と比較して低くなり、約 0 ～ 270 グラム の範囲になる。 

Cho らの研究では、キハダマグロ皮ゼラチンのゼリー強度はブルーム値が 426 グラムで記

録され、ウシゼラチン (295 グラム)およびブタゼラチン (216 グラム)よりも高い値となった

と報告されている [2-26]。 海洋ゼラチンは、様々な種類のコラーゲンに含まれるプロリン

とヒドロキシプロリンの含有量の違いと、生息地の温度にも関連するため、広範囲のブル

ーム値を示す可能性がある。  

様々な淡水魚種のゼラチン皮について報告されている粘度値の範囲は 1.87 ～ 3.63 cP  [2-

27]であり、粘度値の変動は、魚種、環境、抽出方法の違いによる可能性がある。 一般に、

魚類のゼラチンは、哺乳類のゼラチンと比較してイミノ酸 (プロリンおよびヒドロキシプ

ロリン) の濃度が低くなる。 Ninan らの研究では、メバチマグロやティラピアなどの温水魚

のゼラチンは、タラ、ホワイティング、オヒョウなどの冷水魚のゼラチンと比較して、イ

ミノ酸含有量が高いことが明らかになった [2-17]。 また、Muyonga らの研究では、暖水魚

と冷水魚のプロリンとヒドロキシプロリンの含有量がそれぞれ約 22 ～ 25 % と 17 % である

ことが報告された [2-28]。 Sila らによって行われた研究では、ヨーロッパウナギ (Anguilla 

anguilla) の皮から調製したゼラチンのアミノ酸プロファイルでは、グリシン残基とイミノ

酸残基が高い割合で含まれていることを報告した [2-22]。 全体として、魚類ゼラチンは、

透明でほぼ無色、水溶性で伸張性の高いフィルムであると同時に、優れたフィルム特性が
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示されている。  

 

＜家禽源からのゼラチン＞ 鶏や鴨など家禽の皮、足、骨からの新しいゼラチン源は、哺

乳類由来ゼラチンの代替品として注目を集めている。 使用される家禽の種には、アヒル、

ニワトリ、七面鳥などの種類が含まれている。 鳥類のゼラチンは、哺乳類のゼラチンとほ

ぼ同様のアミノ酸、二次構造、および分子量を有することが報告されている [2-24]。 

Sarbon ら [2-8] ニワトリゼラチンのブルーム値 が 355 グラムであることを報告し、ウシゼ

ラチン (229 グラム) と比較して著しく高いことが報告された。 一方、Nik Aisyah らは、

様々な酸で処理したアヒル足由来のゼラチンのブルーム値が 225.53 ～ 334.17 グラムであり、

ブルーム値 216.63 グラム を示した市販のウシゼラチンよりも高いブルーム強度を有するこ

とを報告した [2-30]。 高いブルーム強度は、β 鎖と α 鎖の架橋成分の割合が高いため、高

い溶融温度と高い粘度に寄与している。 Sarbonらの研究では、鶏ゼラチンの粘度が 150 ミ

リリットル/グラムであることを報告し、ウシゼラチン (127 ミリリットル/グラム) と比較し

てより高い粘度値を示すと報告した [2-31]。 さらに、鶏皮ゼラチンにはグリシン (33.70%)、

プロリン (13.42%)、ヒドロキシプロリン (12.13%)、アラニン (10.08%) などのアミノ酸が含

まれており、これらがより高いゼリー強度と安定性に寄与していることが報告されている。 

さらに、鶏皮ゼラチン中のイミノ酸 (プロリンとヒドロキシプロリン)の割合は約 12.66 %で

あることが知られ、ウシゼラチンのイミノ酸割合 (10.67 %)よりも高いことが報告されてい

る [2-8]。 家禽源由来のゼラチンは、高いイミノ酸の含有量によって高いブルーム値を示す

ため、良好なフィルム形成特性を示している [2-8,30,32] 。 
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2-2-2 ゼラチンの加工 

 

ゼラチンは優れたフィルム形成特性を有しているため、特にフィルム製造においてフィ

ルム形成能力が広く研究されてきた。食品の水分損失や光や酸素への曝露から保護する優

れた紫外線バリア性とガスバリア性により食品包装フィルムとして応用でき、低価格で製

造することができる [2-33]。また、ゼラチンは物理ゲルを形成でき、熱可逆性ゲルの作製

が研究されている。ゼラチンゲルの形成は、コラーゲンの三重らせん構造を破壊すること

により、得られた一本鎖分子を再配置してタンパク質の構造が再形成することによって得

られる [2-34]。 ゼラチンベースのフィルムは、フィルムの粘弾性、粘度、加工温度に依存

するレオロジー特性に大きく影響される。ゼラチンフィルムの調製中、ゼラチンはゼラチ

ンと溶液の形成に応じて異なる転移を起こす可能性がある [2-35]。  

ゼラチンフィルムの物理特性は、様々な加工条件や動物種に由来する、原材料の特性と

使用される抽出方法に依存する。 さらに、フィルム加工をする際に可塑剤 [2-36]、ポリマ

ー [2-37,38]、架橋剤などの物質や成分を添加することにより、ゼラチンの特性はフィルム

加工における物理パラメーターによっても影響される。可食性ゼラチンフィルムの成形は、

キャスティングまたは押出プロセスによって実行できる。一般的に、製膜プロセスにおい

てはキャスト法が広く報告され、バイオポリマーを溶解して可塑剤または添加剤を加える

ことでフィルム形成溶液が得られる。その後、フィルム形成溶液をプレート上にキャスト

し、溶液を乾燥させる [2-39]。キャスティング法を使用してフィルムの成形は他のプロセ

スと比較し、金型の簡素化、製造コストの削減、フィルム厚さの均一性の向上、優れた寸

法安定性、ピンホール、ゲル、残留応力がないなどの利点がある。 また、平板押出成形に

比べて、高度な平坦性と寸法安定性を備えた優れた光学特性も提供できる [2-40]。 キャス

トされたフィルムは、製造中にフィルムが延伸されず、典型的な押出プロセスの潤滑剤が

存在しないため、等方性配向 (機械的および光学的) をもたらす。 さらに、溶液キャスティ

ング処理は加熱することがないため、熱分解による影響がなく、フィルムの耐用年数が長
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くなる。  

キャスティングフィルムには前述した利点があるにもかかわらず、長い乾燥時間が必要

であり、形状形成や作製されるフィルムの量に制限があり、乾燥温度や相対湿度レベルな

どの多くの変数が関係するため、商業規模での実装化を実現することが困難である。さら

に、ポリマーは揮発性溶媒または水に可溶でなければならないため、特定のフィルム製造

業界では有毒溶媒の使用に関する懸念が生じる可能性がある。キャスティングフィルムの

成形技術は実験室規模でのみ実現可能であるため、大規模生産では押出成形プロセスなど

の代替プロセスを使用する必要がある。 押出成形は、顆粒、ペレット粉末、ビーズ、フレ

ーク、ペレット、またはこれらの形状の組み合わせの形状のポリマーが押出機に供給され

て溶融させる機械的プロセスである [2-41]。材料押出成形のプロセスの１つである T ダイ

法は、押出機にペレットなどの固形物を供給することから始まり、高温で押出機のシリン

ダーの端部にあるヘッドの最末端部の金型「T ダイ」から押出し、急冷することによりプ

ラスチック成形品を成形する。単層を成形する場合、溶融樹脂はマニホールドを通って、

吐出口であるリップから押し出され、平板状に成形される。材料の加工中、質量は主にせ

ん断力、圧力、冷却速度、成形、滞留時間によって変形する。図 2-1のように、「Tダイ押 

 

図 2-1 一般的な T ダイ押出し成形機の構造（KEYENCE CORPORATION ホームページ

https://www.keyence.co.jp/ss/products/sensor/plastic-molding/process/t-die.jsp から

引用） 
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出し成形機」は、主として（1）押出し機（2）T ダイ（3）冷却ロール（4）引取り機（5）

巻取り機（6）切断機から構成されている [2-40,42]。 

食品包装業界では、キャスティング法より押出成形の方が、エネルギー消費量が少なく、

処理時間が短く、効率的にフィルムを成形できるため、よく利用されている。 この方法は

ポリマーを加熱により溶融して成形するため、溶媒を一切必要とせず、供給材料の滞留時

間と混合度をより適切に制御できる幅広い加工条件を備えている。さらに、プロセス条件

と使用するポリマーの種類に基づいて、最終製品の機械的特性を制御できる [2-40]。押出

成形法は、幅広い形状を生成し、溶液キャスティング法では提供できない様々な膜厚と幅

を備えた様々な単層または多層フィルムを成形できる。 熱溶融押出成形の主な欠点として、

フィルム成型する際に、ポリマーが高い温度により溶融する必要があるため、一部のポリ

マーの熱劣化によりフィルム内に空隙が生じ、均一性、強度、外観に影響を与える可能性

がある。 さらに、押出成形の機器には多額の初期費用と維持費が必要である [2-40]。 

融着性は、食品包装分野での応用をさらに小袋、パウチ、バッグなどの形状に拡張する

ためのフィルムの成型にとって最も重要な特性と指標の 1 つである。熱融着性は一般に、

成形プロセス中の温度、圧力、加熱および冷却時間によって影響される [2-43,44]。さらに、 

ポリマー複合材料の融着性は、材料の界面親和性や相溶性などの表面化学にも依存する。

フィルムの熱接着・溶融界面親和性はその開始温度付近で発生し、通常は示差走査熱量測

定 (DSC) を使用して測定される。ゼラチンフィルムを熱融着する際に、2 枚の原料シート

は 2 本の熱い金属棒の間で十分な時間押し付けられ、高温でポリマーが溶融してからすぐ

に冷却することにより成形できる [2-44]。このプロセスは、個々の層間の分子相互作用が

界面を破壊するのに十分な場合に達成され、新しい均質な層が形成され、溶融したフィル

ム間の界面相互作用が促進される [2-44,45]。多くの研究では、可塑剤、界面活性剤、天然

抽出物、ナノ粒子を利用することにより、フィルムの水分含量と柔軟性が低下してフィル

ムの融点を低下させる。その結果、単独層のゼラチンフィルムと比較して、破壊に必要な
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エネルギーが低下し、必要な融着温度とホットタック開始温度が低くなる [2-43,46~48]。  

ここ数十年で、ナノテクノロジーは食品包装業界にとって魅力的な技術として重要にな

ってきて注目されている。ナノカプセル化、ナノコンポジット、ナノエマルジョン、食用

ナノコーティングおよびナノコーティング材料を含むナノ用途は、最近、活性食品包装に

おける従来のナノ粒子用途に代わる可能性があることが浮上している [2-49~52]。ナノカプ

セル化技術は、必須成分を閉じ込めるために一般的に使用される。ナノカプセルを成形す

る際に、油は加工中の水分散性、化学的安定性、生物学的利用能、生物活性を高め、フィ

ルムの物理化学的特性の改善によく利用されている [2-49,53]。一方、ナノ材料はその防

菌・抗菌性などの理由から、食品包装の特性を改善するためによく使用され、包装材料に

欠かせない紫外線バリア効果、酸化防止効果を付与することが期待できる。 ナノマテリア

ルは、内部組成が 1 ～ 100 nm の範囲の不溶性材料として定義され、機械的混合法 (高速ミ

キサー、押出機)、電磁場、マイクロ波、超音波、エレクトロスピニング、エレクトロスプ

レー法などの様々な技術によって適用できる。また、抗原性が低く、生分解性・生体適合

性ポリマーを使用することで、生物医学および医薬品への応用が可能である。医薬品への

応用例の 1 つとして、ナノベシクル (医薬品有効成分、脂質、可塑剤) をゼラチンハイドロ

ゲルにカプセル化するナノベシクル技術を挙げられる。ゼラチンハイドロゲルは、医薬品

有効成分、脂質、可塑剤などを急速なクリアランスから保護し、膜の完全性と機械的安定

性を高めることができる。また、ハイドロゲルの物理的、機械的、生物学的特性は、ナノ

ベシクルによるナノ機能化によって改善および調整され、多くの生物医学用途に使用され

ている放出制御複合ハイドロゲルドラッグデリバリーシステムを形成することができる [2-

55]。しかしながら、現時点ではナノベシクル技術を用いたゼラチンフィルムパッケージン

グに関する研究はまだ行われていなかった。  

ゼラチンフィルムは透明でガス (O2、CO2)バリア性に優れたため、可食フィルムとして

も利用されている。 しかし、それらは化学合成フィルムと比較して水蒸気バリアが低く、
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機械的特性が不十分であることなどの問題点がある [2-56]。 したがって、食品包装として

ゼラチンのようなタンパク質ベースフィルムでは、コーティング機能を改善および改変す

るために、架橋剤、可塑剤、抗酸化特性および抗菌特性を有する添加剤などの様々な物質

または薬剤の添加を含む多くの研究が行われている。 
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2-2-3 ゼラチン産業廃棄物 

 

 食品産業をはじめ多くの産業分野における廃棄物の多くが有効利用されることなく廃棄

されている。国内の食品廃棄物量は 2500万トン（2019年＠環境省資料）に達し、焼却する

と CO2が発生するだけではなく、CO2の約 300倍の温室効果を有するN2Oが発生する。さ

らに、埋め立てすると地球温暖化効果が極めて大きいメタンガスが発生することもある。

資源を循環させてゼロカーボン社会を構築するために、産業廃棄物の有効活用が社会的に

強く求められている。 

 中日本カプセル株式会社では、カプセル製造時に発生するゼラチン残渣を肥料に再利用

することを取り組んでいる [2-57]。ソフトカプセル製造時には、カプセルを打ち抜いた後

の皮膜残渣（ゼラチンネット）が発生する。このゼラチンネットを焼却処分や埋立処理を

することではなく、ゼラチンの持つ特性を活かすことで、肥料、糊料として再資源化する。

ゼラチンには窒素が一定量含まれることに着目して開発したもので、窒素を 10％以上を含

む粉砕・乾燥品、同 7％以上の酵素分解品など 3 タイプを商品化し、21 年秋から販売を開

始した。窒素の原料となるアンモニアの世界的な不足を背景に当初から肥料メーカーの関

心を呼んでいたが、今年 3 月、農林水産省が推進する「みどりの食料システム法に基づく

基盤確立事業」に認定されたことで注目度を大きく高めた。化学肥料の使用低減への貢献

も期待されている (図 2-2) [2-58]。現在、20を超える肥料メーカーや農家などに出荷してお

り、出荷先は 22年初頭との比較で倍増した。肥料としての効果評価を進めているメーカー

も複数存在し、出荷先は今後さらに増える見通しである。再利用率も向上しており、令和

5 年時点で再利用率 69%が報告されている。2028 年 9 月まで 5 年間を実施期間とする農水

省の基盤確立事業では、地元の農業高校や農家などと連携し、様々な農作物に対する肥料

としての効果を検証する実証実験を進めたり、PR 活動を充実化して新規顧客の獲得を進め

たりする。肥料の生産量を拡大することで、再利用率 100％の達成を目指している。 
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 本事業ではゼラチン産業廃棄物に注目し、ソフトカプセル被膜廃材の有効活用を目指し

て生分解性プラスチックの開発に応用する。ソフトカプセル被膜廃材はカプセル製造時に

多く発生し、廃棄物が 20～30％を占めている。ソフトカプセル業界で年間数百トンの被膜

廃材が出ると予想され、これらの廃材は主成分のゼラチン以外の不純物が少ないため、再

利用できる可能性が高く、プラスチック成分としての利用が想定される。生分解性プラス

チックとソフトカプセル被膜廃材をブレンドすることが可能となれば、海洋生分解性が期

図 2-2 「ゼライクル」を通じて中日本カプセルが取り組む環境循環型ライフサイクルの概

念図（https://wellness-news.co.jp/posts/ゼラチン残渣に価値を見いだす【SDGｓと健康食

品産業】中日本カプセルの「ゼライクル」に注目から引用） 
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待される高性能生分解性プラスチックが開発できる。さらに、廃棄物利用の新しい手法を

提供するものであり、ゼロエミッションや資源循環への貢献が期待され、産業廃棄物の有

効利用による生分解性プラスチックの製造により資源循環・脱炭素や海洋ごみ削減への貢

献も期待される。 
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2-2-4 実験 

 

2-2-4-1 産業廃棄物ゼラチン乾燥条件 

 

 アピ株式会社からソフトカプセルを製造した際に、廃棄物として精製したゼラチン配管

残渣が提供されている (図 2-3a)。配管残渣からフィルム状ゼラチン（厚み＝2~5 ミリメー

トル）を切り出し、減圧乾燥とオーブン乾燥により乾燥条件を検討した。 

 

 

  80 ºCで 3時間減圧乾燥後、フィルム状ゼラチンは柔軟性がない風船状に膨らみ (図 2-

4a)、切断面（内側）では空洞と気泡が観察された (図 2-4b)。それに対して、100 ºCで 3時

間オーブン乾燥したゼラチンでは、柔軟性を有するフィルム状 (図 2-4c)を維持し、切断面

（内側）では小さい気泡 (図 2-4d)が観察された。さらに、それぞれ減圧乾燥とオーブン乾 

 

 

図 2-3 (a) アピ株式会社から提供したソフトカプセル製造時のゼラチン配管残渣、 (b)配

管残渣から切り出したフィルム状ゼラチン 

図 2-4 (a) 80 ºC で 3 時間減圧乾燥したゼラチン、 (b) 80 ºC で 3 時間減圧乾燥したゼラ

チンの切断面、(c) 100 ºC で 3 時間オーブン乾燥したゼラチン、 (d) 100 ºC で 3 時間オー

ブン乾燥したゼラチンの切断面 
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燥により乾燥したゼラチンの重量減少を計算した結果では、表 2-1に示したように、減圧

乾燥前のゼラチン重量は 1.99 グラムであるのに対して、乾燥後は 1.30 グラムまで減少

し、減少率が 34.7 %であった。一方、オーブン乾燥前のゼラチン重量は 1.86 グラムである

のに対して、乾燥後は 1.38 グラムまで減少し、減少率が 25.8 %であることを示した。以上

の結果から、80 ºCで 3時間減圧乾燥することにより、効率的にゼラチン廃棄物に含んでい

る水分を除去でき、以降の加工成形に適応する前処理技術になると考えられる。 

 

 

 

  

表 2-1 減圧乾燥とオーブン乾燥により乾燥したゼラチンの重量減少 
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2-2-4-2 産業廃棄物ゼラチン熱可塑性 

  

 2-2-4-1で 80 ºCで 3時間減圧乾燥によって得られた風船状ゼラチンをカッターによって

切断し、破片状の乾燥ゼラチンが得られた (図 2-5)。 

 

 

 

 得られた破片状乾燥ゼラチンを金型 0.5 ミリメートルにしてアルミ板で挟み、手動油圧

加熱プレス機 (井元製作所)を用いて 100 °Cで 5分間予熱を行い、10 MPaで 5分間加熱成形

し、氷水で急冷しフィルムを作製した (図 2-6a)。図 2-6bに示したように、柔軟性があり、

透明性が高いゼラチンフィルムが作製できた。以上の結果により、アピ株式会社からソフ

トカプセル製造時のゼラチン配管残渣は乾燥・切断処理により、添加剤がなくても熱可塑

性があるゼラチンを回収でき、再利用できると考えられる。 

 

 

  

図 2-5 カッターにより切断した乾燥ゼラチン 

図 2-6 (a) 加熱プレスによりゼラチンフィルムの成型、(b) 作製したフィルムの柔軟性 
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2-2-5  熱可塑性ゼラチン製造開発の課題と対策 

 

 本年度では、廃棄物ゼラチン中の脱水・乾燥条件等の検討から生分解性プラスチックに

ブレンドできる熱可塑性ゼラチンを作製した。産業廃棄物ゼラチンの熱可塑性を確認でき

た。減圧乾燥して粉砕することによりフィルム化することに成功した。本年度実施する予

定の相溶化剤の検討はペレットを作製するため、セルロース、グリセリンや水の添加効果

に関するパラメーターデータを更に取得して合わせて検討することが必要あり、作製した

すべての熱可塑性ゼラチンの組成と基本物性をデータ化する必要がある。 

 さらに、硬質系 MBBP ライブラリーへの応用をするため、セルロースやタルクの複合化

技術を開発する。セルロースは木材を精製して得られる天然高分子である。自然界で最も

多く存在するポリマーであり、容易に入手可能で生分解性を有する。さらに 6 員環のグル

コースが 1 位と 4 位のヒドロキシ基により脱水縮合した鎖状構造であり、強度に優れ、か

つ軽量でもある。これらの特徴から、再生可能資源としてセルロースの工業的な利用が推

進されている [2-59]。特に材料分野では、原料やフィラーとしてセルロースを使用し、よ

りバイオマス度が高く環境負荷の小さい材料を作製することに期待が集まっている。しか

しながら、セルロースをフィラーとして使用するにはいくつかの課題がある。セルロース

はグルコースユニット 1 つあたりにヒドロキシ基を 3 つ有している。したがってセルロー

スは親水性であり、一般的なポリマーとは親和性が低い。またセルロース鎖同士の水素結

合によって凝集し、ポリマー中での分散性が低下する。そこで化学的な処理を施された改

質セルロースがフィラーに使用されている。 

代表的なセルロースファイバーとして、TEMPO 酸化セルロースナノファイバー(TOCF) 

[2-60]が挙げられる。TEMPO 酸化セルロースは、酸化剤の 2,2,6,6-tetramethylpiperidine-1-

oxyl radical (TEMPO)と次亜塩素酸ナトリウムにより、セルロースの C6位のヒドロキシ基が

カルボキシ基へと酸化されている。またC6位のカルボキシ基がナトリウム塩になることで
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水素結合が抑制され、容易にナノファイバーの調製が可能である。TOCF はナノファイバ

ーとして高い強度を示す一方で、TEMPO は高価であり、TOCF もコストが高くなってしま

うという欠点がある。また、セルロースナノクリスタル (CNC)はセルロースを硫酸などで

加熱処理することにより得られる結晶性のコロイドである [2-61]。添加により複合材料の

強度や水に対するバリア性能を向上させることができる。しかし作製過程が煩雑であるこ

とや有毒試薬を用いるため、工業的な応用が困難である。そのため簡便かつ安全に作製可

能な改質セルロースの開発が求められている。 

大阪大学のグループでは以前にクエン酸とのエステル化反応によるセルロースの改質を

報告した [2-62]。この改質セルロースをクエン酸変性セルロース (CAC)と呼ぶ (図 2-7)。ク

エン酸はレモンなどに含まれる 3 価のカルボン酸である。天然から得ることができ、かつ

安価である。CAC の作製は容易であり、セルロースとクエン酸を水中で混合し、加熱して

水を蒸発させる過程でエステル化が進行する。この際のセルロースのヒドロキシ基のエス

テル化による置換度は、加熱条件により制御が可能である。CAC はヒドロキシ基が修飾さ

れているためセルロースよりも親水性が低下し、ポリマーとの親和性は向上する。またヒ

ドロキシ基修飾により分子間水素結合を抑制することで凝集を抑制でき、セルロース繊維 

 

 

 

 

図 2-7 セルロースからの クエン酸変性セルロース(CAC) および 解繊クエン酸変性セルロ

ース（F-CAC） の合成 
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の解繊も容易になる。先行研究において、CAC に導入されたカルボキシ基によりポリ乳酸

との相溶性が向上し、複合材料の曲げ特性が向上することが報告された [2-63]。さらに

CAC はステアリン酸マグネシウムを用いて 2 次変性することができ、グラフトされたアル

キル鎖によるポリエステルとの相溶性の向上、複合材料の引張特性の向上が確認された。

このように開発した CACはフィラーとして熱可塑性ゼラチンに添加することができると考

え、開発MBBPの機械的強度の改善を目指し、硬質系MBBPの開発を図る。 
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2-3 熱可塑性ゼラチン/PLAなどブレンドの開発 

 

本項目では生分解性プラスチック PLA、PBS に熱可塑性ゼラチンをブレンドし、組成に

より物性を制御した MBBP ライブラリーを構築する。混練条件を詳細に調べ、得られたブ

レンドの分散性の評価方法を電子顕微鏡、X線CT等を用いて構築し、観察データについて

熱的性質・機械的性質を含めた性質やMBBP組成との関連を調べる。 

 

2-3-1 生分解性プラスチックの選択 

 

合成ポリマーは石油を原料として生産されており、多くの産業分野で使用されている [2-

64]。石油由来のプラスチックは軽量で化学的、物理的特性が非常に安定しているため、耐

久性に優れている。また、生産方法は確立されており、生産効率が高く、非常に低コスト

である。その結果、世界中の至るところで幅広く使用されている。しかし、石油プラスチ

ック廃棄物は自然界では分解しないため、環境中への蓄積は今や世界的な問題となってい

る [2-65]。2018年の世界のプラスチック樹脂生産量が 359 Mtに達したことに関して、5.5～

14.5 Mtのプラスチック廃棄物が海洋に放出された可能性があり、海洋環境におけるプラス

チックの存在は海洋生物に脅威を与えている [2-66]。この問題の解決策として、新素材で

ある海洋生分解性プラスチックへの代替が挙げられる。生分解性プラスチックとはバクテ

リア、真菌、藻類などの自然界に存在する微生物の働きによって二酸化炭素と水に完全に

分解されるプラスチックとして定義されている [2-67]。 

 生分解性ポリマーの中でもポリ乳酸 (PLA)は最もよく研究されているプラスチックの 1

つであり、バイオマス由来であり、リサイクル性、生体適合性などの特性により従来の石

油ベースのポリマーの最も有望な代替品とされている (図 2-8)。PLAはポリエチレンテレ

フタレートやポリカーボネートと同等の高い強度と剛性を示すが、脆いという欠点を持 



- 45 - 

 

 

 

つ。また、石油由来のプラスチックより高価であることから商業的に応用する上での大き

な欠点を持つ [2-68,69]。 

また、PLAに加えて生分解性プラスチックとして用いられているポリブチレンサクシネ

ート (PBS)がある (図 2-9)。PBSは 1,4-ブタンジオールとコハク酸の縮合重合によって合成

できる石油由来のプラスチックであり、柔らかく、強固な材料であり、用途によってはポ

リエチレンに取って代わることができる。しかし、PBSは結晶化度の高い大きな球晶構造

で構成されているため、耐衝撃性などの物理的特性は脆いという欠点を持つ [2-70,71]。前

述した PLAや PBSは微生物が豊富に存在するコンポストや土壌中では生分解するが、微

生物の少ない海洋条件下では難分解性である [2-72,73]。 

 

 

 

最近では、ポリマーブレンドを用いることで 2 つの材料の欠点を補い合うポリマーの作

製が報告されている。ポリマーブレンドは、2 つのポリマーまたはコポリマーを混合して、

それぞれのポリマーの相乗的な特性を持つ新しい材料を作ることによって形成される材料

である [2-74]。作製方法の一つとして溶融混練法がある。これは完全に溶融させた異種高

分子を物理的に混ぜ合わせる手法であり、簡便な方法で大量生産可能なため、工業的に広

図 2-8 ポリ乳酸 

図 2-9 ポリブチレンサクシネート 
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く利用される [2-75]。PLAに PBSを混ぜ合わせた PLA/PBSブレンドでは一般的に 4:1の比

率で用いられており、PLA の脆さを減少させ、その結果、包装用途のプラスチックの代替

候補と考えられている [2-76]。そのため、本事業では、PLA、PBSを選択して、産業廃棄物

ゼラチンと PLA、PBS とのブレンドを開発することで、石油由来プラスチック PP、PE を

用いた容器・フィルム・シートの包材用途：食品用包装資材・容器、雑貨、化粧品包装資

材・容器、テープ基材などの代替を目指す。 
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2-3-2 実験 

 

2-3-2-1 熱可塑性ゼラチン/PLAブレンドの混錬 

 

 80 ºCで 6時間減圧乾燥を行い、粉砕処理を行うことにより乾燥した熱可塑性ゼラチンを

作製した。図 2-10に乾燥熱可塑性ゼラチンと PLAペレットの形状を示している。熱可塑性

ゼラチン/PLAブレンドは熱可塑性ゼラチンと PLA (重量比 1 : 9、2 : 8、3 : 7)を、表 2-2にま

とめたように、全量が 100 グラムとなるように混合した。混合物を KF70V2 (東洋精機)によ

り 170°Cで 5 分間予熱した後、170°C、10分間、70 rpmで溶融混練して作製した。 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-10 (a)乾燥熱可塑性ゼラチン、(b)PLA ペレット 

表 2-2 乾燥ゼラチンと PLA の仕込み量 

(a) (b) 
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 混錬した熱可塑性ゼラチン/PLAブレンドは金型 0.5 ミリメートルにしてアルミ板で挟

み、手動油圧加熱プレス機 (井元製作所)を用いて 170 °Cで 5分間予熱を行い、10 MPaで 5

分間加熱成形し、氷水で急冷しフィルムを作製した。図 2-11に示したように、熱可塑性ゼ

ラチンの添加量が 10 wt%と 20 wt%の熱可塑性ゼラチン/PLAブレンドでは、作製したフィ

ルムは均一で平滑であることを示した。それに対して、熱可塑性ゼラチンの添加量が 30 

wt%に上昇した場合、フィルムの成形が困難となり、加熱プレスした熱可塑性ゼラチン

/PLAブレンドでは空洞と気泡の存在が確認された。それは、ゼラチンと PLAのメルトフ

ローレート(MFR)の違い、またはゼラチンと PLAの相溶性が悪いことにより、加熱プレス

する際に、相分離が生じたと考えられる。 

 

 

 

混錬して加熱プレスにより作製した熱可塑性ゼラチン/PLA ブレンドフィルムを SD 型レ

バー1式試料裁断機 (ダンベル)で全長 50 ミリメートル、幅 4 ミリメートルの試験片を 5つ

切り取った (図 2-12)。作製した各試験片について 3 点の厚みを測定し、その平均値を計算

し、小型卓上試験機 EZ Graph (島津製作所)、ロードセルセンサー AGS-X・EZ-X CL1 1kN 

(島津製作所)を用いて、クロスヘッドの速度は 10 ミリメートル/分で引張試験を行い、引張

強度を測定した。 

 

図 2-11 作製した熱可塑性ゼラチン/PLA フィルム 
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表 2-3 では、測定した引張強度の結果をまとめた。熱可塑性ゼラチンの添加量が 10 wt%

である場合、ヤング率(GPa)は PLAと同程度になるが、最大応力 (MPa)と破断伸び率 (%)が

低下したことを示した。熱可塑性ゼラチンの添加量の増加とともに、熱可塑性ゼラチン

/PLAブレンドのヤング率 (GPa)、最大応力 (MPa)、破断伸び率 (%)が低下した。さらに、引

張試験後の破断面を走査型電子顕微鏡（SEM）SU3500 (日立ハイテクサイエンス)で観察し

た結果では、熱可塑性ゼラチンの添加量が 20 wt%と 30 wt%の熱可塑性ゼラチン/PLA ブレ

ンドでは、多数の空洞が存在していることを示した (図 2-13)。その空洞は、前述したよう

に、ゼラチンと PLAのメルトフローレート(MFR)の違い、またはゼラチンと PLAの相溶性

が悪いことにより、加熱プレスする際に、相分離が生じてゼラチンの空洞を示している。

図 2-12 引張試験に使用するダンベル試験片 

表 2-3 熱可塑ゼラチン/PLA ブレンドの機械特性評価 



- 50 - 

 

引張試験をする際に、ゼラチン空洞の存在によって応力が集中して、空洞のところから断

裂することになる。そのため、熱可塑性ゼラチン/PLA ブレンドのヤング率、最大応力、破

断伸び率は PLAと比較して低下したと考えられる。 

 

 

 

  

図 2-13 熱可塑性ゼラチン/PLAブレンドの引張破断面の SEM画像 
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2-3-2-2 熱可塑性ゼラチン/PLA/PBSブレンドの混錬 

 

 80 ºCで 6時間減圧乾燥を行い、粉砕処理を行うことにより乾燥した熱可塑性ゼラチンを

作製した。熱可塑性ゼラチン/PLA/PBSブレンドは熱可塑性ゼラチンと PLAと PBS (重量比 

0 : 1 : 1、1 : 4.5 : 4.5、0 : 6.5 : 3.5、1 : 3 : 6)を、表 2-4にまとめたように、全量が 100 グラム

となるように混合した。混合物を KF70V2 (東洋精機)により 170°C で 5 分間予熱した後、

170°C、10分間、70 rpmで溶融混練して作製した。 

 

 

 

 

 混錬した熱可塑性ゼラチン/PLA/PBS ブレンドは金型 0.5 ミリメートルにしてアルミ板で

挟み、手動油圧加熱プレス機 (井元製作所)を用いて 170 °Cで 5分間予熱を行い、10 MPaで

5 分間加熱成形し、氷水で急冷しフィルムを作製した。作製した熱可塑性ゼラチン

/PLA/PBS ブレンドフィルムはすべて均一で平滑であることを示し、代表例として熱可塑性

ゼラチンと PLAと PBS (重量比 1 : 3 : 6)の熱可塑性ゼラチン/PLA/PBSブレンドフィルムを

図 2-14に示している。熱可塑性ゼラチン/PLAブレンドと比較して、PBSを添加した熱可塑

性ゼラチン/PLA/PBSブレンドでは、ゼラチンと PBSのメルトフローレート(MFR)値が近く、

ゼラチンと PBSの相溶性、または PLAと PBSの相溶性が良いことにより、PBSが熱可塑性

ゼラチンと PLAの相溶化剤として、熱可塑性ゼラチンと PLAの相溶性を向上したと考えら

表 2-4 熱可塑ゼラチンと PLA と PBS の仕込み量 
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れる。 

 

 

 

混錬して加熱プレスにより作製した熱可塑性ゼラチン/PLA/PBS ブレンドフィルムを SD

型レバー1式試料裁断機 (ダンベル)で全長 50 ミリメートル、幅 4 ミリメートルの試験片を

5つ切り取った。作製した各試験片について 3点の厚みを測定し、その平均値を計算し、小

型卓上試験機 EZ Graph (島津製作所)、ロードセルセンサー AGS-X・EZ-X CL1 1kN (島津

製作所)を用いて、クロスヘッドの速度は 10 ミリメートル/分で引張試験を行い、引張強度

を測定した (図 2-15)。 

 

図 2-14 熱可塑ゼラチン/PLA/PBSブレンドフィルム 
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表 2-5 では、測定した熱可塑性ゼラチン/PLA/PBS ブレンドの引張強度の結果をまとめた。

PLA に PBS の添加により、破断伸び率 (%)が大幅に増加したことを示した。それは、PBS

は柔軟性があるポリマーとして、PLA を混合することにより、フィルム用途に応用されて

図 2-15 熱可塑性ゼラチン/PLA/PBS ブレンドの引張試験結果 

表 2-5 熱可塑性ゼラチン/PLA/PBS ブレンドの機械特性評価 
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いる。PLA/PBSブレンドに熱可塑性ゼラチンを 10 wt%添加した場合、最大応力 (MPa) と破

断伸び率 (%)は PLA/PBS ブレンドに比較して低下したが、ヤング率 (GPa)が上昇したこと

が示された。また、PLA または 2-3-2-1 で作製した熱可塑性ゼラチン/PLA ブレンドと比較

して、熱可塑性ゼラチンを 10 wt%添加した熱可塑性ゼラチン/PLA/PBS ブレンドはより高

い破断伸び率 (%)を示した。以上の結果により、ゼラチンと PBSの相溶性、または PLAと

PBS の相溶性が良いことにより、PBS が熱可塑性ゼラチンと PLAの相溶化剤として、熱可

塑性ゼラチンと PLAの相溶性を向上し、破断伸びが改善したと考えられる。 
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2-3-3 熱可塑性ゼラチン/PLA等ブレンド開発の課題と対策 

 

 ポリ乳酸（Polylactic acid、PLA）及びポリブチレンサクシネート（Polybutylene succinate、

PBS）に熱可塑性ゼラチンをブレンドし、組成により物性を制御した MBBP ライブラリー

を構築した。混練条件を詳細に調べ、得られたブレンドの分散性の評価方法を SEMを用い

て構築し、観察データについて機械的性質を含めた性質や MBBP 組成との関連を調べた。

MBBP の応用拡張により、幅広く機械特性を網羅できるようにペレットの作製のため、添

加剤の添加効果に関するパラメーターデータの更なる取得が必要となる。 

 対策として、可塑剤の添加を検討する。可塑剤とは材料の柔軟性を向上させるために添

加するもので、一般的にプラスチックやゴムなどの高分子材料に用いられ、自動車産業か

ら医療、消費財など様々な場面で利用される。可塑剤はアモルファス部分に取り込まれる

が、結晶領域はほとんど影響しない。また、可塑剤は極性部分と非極性部分を有し、非極

性部分がポリマーの分子間力を弱め、分子の流動性を高めることで弾性率や応力、密度、

ガラス転移温度などを低下させる。一方で、ポリマーに柔軟性や破断伸び、靭性などを向

上させる。理想的な可塑剤はポリマーとの親和性が大きく、様々な温度領域で安定、安価、

低毒性、滲出しないことなどが挙げられる。最も頻繁に可塑剤が使用されるポリマーは塩

化ビニル (PVC) [2-77]、ポリビニルブチラール (PVB)、ポリビニルアセテート (PVA)が挙げ

られる。中でも PVCは世界の可塑剤用途先の 80%を占め、食品用ラップフィルムなどに応

用されている [2-78]。 

 19 世紀の後半に可塑剤の概念が現われ、初めはセルロイドの製造者が樟脳の油などを用

いたが失敗に終わった。その後、20 世紀に入りリン酸トリフェニルが発見されたことがエ

ステル系可塑剤の先駆けとなり、中でもリン酸トリクレジルは今日でも使用されるもので

ある。また、グリセリンアセテートやリン酸トリブチルも開発されたが、揮発性の観点か

ら他のものに代替され、その後フタル酸系エステル可塑剤が 1920年に初めて発見され、21
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世紀に最も使用される可塑剤の一種となった。これらのように可塑剤はプラスチックの普

及や発展とともにプラスチックに求められる物性も様々となり同時に発展していった。 

 このように可塑剤はプラスチックの応用範囲を拡大させた一方でその生体毒性について

の懸念もある。フタル酸エステル系可塑剤は発がん性や内分泌異常の可能性があるとして

調査されてきた。特に PVCベースの医療用途でのフタル酸エステル系可塑剤は全体の 10%

を占めており、代表的なフタル酸ビス(2-エチルヘキシル) (DEHP)は 30〜40%程度も一つの

製品に使用されるため、滲出の可能性や毒性について注目されてきた。様々な検証により、

発がん性の可能性はあるが、危険濃度よりもかなり低い値であることが分かった [2-79]。

しかし、長期的に見ると蓄積する可能性もあるため、より安全で環境負荷の小さい可塑剤

を用いることが望ましいと考えられる。本事業では、クエン酸エステル系可塑剤の一種で

あるクエン酸トリブチル (TBC)に着目した。レモンの成分であるクエン酸とブタノールか

らなる材料であるためバイオベースであり、生分解性を有し、分解後も環境負荷が小さい。 

 予備検討では、PLA、熱可塑性デンプン (TPS)、TBC ブレンドを作製した。PLA ペレッ

トと TPS ペレットは 80 °C で 4 時間減圧乾燥することで水分を除去したものを用いた。全

量を 100 グラムとなるように PLAペレットと TPSペレットを計り、2軸スクリュー型混練

機に入れ、そこに TBCを 0, 5, 10, 15wt%とそれぞれ添加し、170 °Cで予熱をした後、20 rpm

の速度で 10 分間溶融混練を行うことで各 PLA/TPS/TBC ブレンドを作製した。作製した

PLA/TPSブレンドと異なる添加量の PLA/TPS/TBCブレンドの引張試験の結果 (図 2-16)によ

り、TBCを 5wt%添加しても弾性率や破断伸びに大きな変化は確認されなかった。10wt%添

加すると弾性率や最大応力の低下が見られ、破断伸びは約 300%まで向上し、靭性が大きく

改善された。15wt%でも同様の傾向が見られ、靭性に関しては TBC 未添加のサンプルと比

較して20倍を向上し、TBC添加によるPLA/TPSブレンドへの可塑化効果を確認より、TBC

を 5wt%添加しても弾性率や破断伸びに大きな変化は確認されなかった。10wt%添加すると

弾性率や最大応力の低下が見られ、破断伸びは約 300%まで向上し、靭性が大きく改善され 
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た。15wt%でも同様の傾向が見られ、靭性に関しては TBC未添加のサンプルと比較して 20

倍を向上し、TBC添加による PLA/TPSブレンドへの可塑化効果を確認することができた。

さらに、SEMにより引張破断面を観察した結果 (図 2-17)では、BCが未添加のサンプルと 

図 2-16 PLA/TPS/TBC ブレンドの引張試験結果 

図 2-17 PLA/TPS/TBC ブレンドの引張断面の SEM 観察 
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5wt%添加したサンプルでは赤丸で示されるようなデンプン粒子が確認された。一方で

10wt%、15wt%のサンプルではそれらのデンプン粒子が観察されなかった。これはデンプ

ン粒子の分散性が TBCの添加により向上したことが示唆され、TBCとデンプンがエステル

交換反応をし、デンプンが疎水化されることで PLA との親和性が向上したためであると考

図 2-18 PLA/TPS/TBC ブレンドの透明性評価 

図 2-19 PLA/TPS/TBC ブレンドのアイゾッド衝撃試験評価 
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えられた。UV-vis 測定による可視光領域での透明性評価では、TBC の添加量に伴い、可視

光領域で透過率が向上している様子が確認された (図 2-18)。また、アイゾッド衝撃試験の

結果では、PLA/TPSの衝撃強度は TPSの機械的強度が低いため PLAと比較して減少したこ

とに対して、TBC を添加することにつれて、衝撃強度の向上が確認された (図 2-19)。TBC

を 15wt%添加すると未添加のサンプルと比べて 3.3倍向上し、約 8 kJ/m2の値を示した。こ

れは汎用プラスチックであるPPと同程度の強度であり、TBCの可塑化効果によって柔軟性

が向上し、耐衝撃性が改善されたことが考えられた。熱特性の結果では、TBC 未添加のサ

ンプルでは PLAの Tgは 51 °Cであったが、TBCを添加するにつれて減少し、15wt%添加す

ると 21 °Cと未添加と比べて 30 °C減少した。これは TBCの可塑化効果によるものであり、

PLAの分子鎖の流動性が大きくなったためであると考えられた。また、Tcに関しても TBC

未添加のサンプルでは 110 °C であったが、TBC の添加に伴い減少し、15wt%添加すると

80 °Cまで減少した。これは TBCの添加により PLAの結晶構造が変化したことが考えられ、

結晶化ピークもシャープになっていることから結晶化速度も増加していることが示唆され

た。また、Tg が低下することで水分子が分子間に入り込みやすくなり、より加水分解が進

みやすくなり結果として更なる生分解性の向上が示唆された。 

以上の予備結果により、熱可塑性ゼラチン/PLA 等ブレンドに TBC を添加することによ

り、開発 MBBP の熱特性と機械的強度の改善を目指し、幅広く機械特性を網羅できる

MBBPの開発を図る。 
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2-4 熱可塑性デンプン/ゼラチン/PLA等ブレンドの開発 

 

本項目では熱可塑性デンプン (TPS)、熱可塑性ゼラチンに PLA 等の生分解性プラスチッ

クをブレンドする。多成分の組成により物性を制御した MBBP ライブラリーを構築し、機

械的性質を含めた性質やMBBP組成との関連を調べた。 

 

2-4-1 熱可塑性デンプン 

 

 前述した生分解性プラスチック PLAあるいは PBSはコンポストや土壌中での生分解性は

認証されているが、海洋では難分解性であるため、近年問題視されている陸上で不適切に

処理されたプラスチックゴミの海洋中への流れ込みによる、生態系への影響への懸念は改

善されない。この問題の解決策として、新素材である海洋生分解性プラスチックへの代替

が挙げられる。海洋生分解性をもつ天然素材の一つとしてデンプンが挙げられる。 

デンプンはイモ、小麦、トウモロコシなどから得られる植物由来のポリマーであり、自

然界に豊富に存在しているため、大量かつ安価に入手することができるため、プラスチッ

クの代替材料構成要素として適している。また、そのデンプンや加工デンプンは食品素材

として幅広く用いられてきたため、安全性が高い [2-80]。しかし、通常のデンプンは融点

を持たず、加熱しても軟化しないため、可塑化せず、プラスチックとしての実用化が困難

という欠点を持つ。そこで、水酸基を持つグリセリンやポリビニルアルコール (PVA)と混

ぜたり、デンプンの水酸基を変性したりすることで熱可塑性を付与したデンプン(TPS)がプ

ラスチック材料として用いられるようになった [2-81,82]。また、熱可塑性を付与したデン

プンであっても海洋生分解性の発現は確認されている。しかし、TPS は非常に脆いため成

型性がなく、吸湿性も大きいため単体での利用には制限されている [2-83]。そこで、成形

性があり、高い汎用性を持つ非海洋生分解性プラスチックにデンプンをブレンドすること
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で、実用化可能かつ海洋性分解性を持つ材料の作製が可能と考えられた。 

デンプンのブレンドによる海洋生分解性は以下のメカニズムで進行すると考えられる 

(図 2-20)。(1)デンプンの存在によりプラスチック表面に微生物が繁殖、(2)微生物によるア

ミラーゼの生産によりデンプンが分解、(3)バイオフィルムが形成され、そこから生産され

た酵素により非海洋生分解性プラスチック部分が分解する。つまり、海洋生分解性を誘発

するトリガーとしてデンプンを用いることができると考えられる [2-84]。 

 

 

 

  

図 2-20 デンプンを配合したプラスチックの生分解メカニズム 
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2-4-2 実験 

 

2-4-2-1 熱可塑性ゼラチン/PLA/PBS ブレンドと熱可塑性デンプン/PLA/PBS ブレンドの混

錬 

 

 80 ºCで 6時間減圧乾燥を行い、粉砕処理を行うことにより乾燥した熱可塑性ゼラチンを

作製した。熱可塑性ゼラチン/PLA/PBSブレンドは熱可塑性ゼラチンと PLAと PBS (1 : 4.5 : 

4.5、1 : 3 : 6)を全量が 100 グラムとなるように混合した。混合物を KF70V2 (東洋精機)によ

り 170°C で 5 分間予熱した後、170°C、10 分間、70 rpm で溶融混練して作製した。混錬し

た熱可塑性ゼラチン/PLA/PBS ブレンドは金型 0.5 ミリメートルにしてアルミ板で挟み、手

動油圧加熱プレス機 (井元製作所)を用いて 170 °Cで 5分間予熱を行い、10 MPaで 5分間加

熱成形し、氷水で急冷し熱可塑性ゼラチン/PLA/PBS ブレンドフィルムを作製した。作製し

た熱可塑性ゼラチン/PLA/PBS ブレンドフィルムを SD 型レバー1 式試料裁断機 (ダンベル)

で全長 50 ミリメートル、幅 4 ミリメートルの試験片を 5つ切り取った。作製した各試験片

について 3 点の厚みを測定し、その平均値を計算し、小型卓上試験機 EZ Graph (島津製作

所)、ロードセルセンサー AGS-X・EZ-X CL1 1kN (島津製作所)を用いて、クロスヘッドの

速度は 10 ミリメートル/分で引張試験を行い、引張強度を測定した。 

熱可塑性デンプン(TPS)/PLA/PBSブレンドは TPSと PLAと PBS (1 : 4.5 : 4.5、1 : 3 : 6)を

全量が 100 グラムとなるように混合した。混合物を KF70V2 (東洋精機)により 170°Cで 5 分

間予熱した後、170°C、10 分間、70 rpm で溶融混練して作製した。混錬した TPS/PLA/PBS

ブレンドは金型 0.5 ミリメートルにしてアルミ板で挟み、手動油圧加熱プレス機 (井元製作

所)を用いて 170 °C で 5 分間予熱を行い、10 MPa で 5 分間加熱成形し、氷水で急冷し

TPS/PLA/PBS ブレンドフィルムを作製した。作製した TPS/PLA/PBS /PLA/PBS ブレンドフ

ィルムを SD型レバー1式試料裁断機 (ダンベル)で全長 50 ミリメートル、幅 4 ミリメート
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ルの試験片を 5 つ切り取った。作製した各試験片について 3 点の厚みを測定し、その平均

値を計算し、小型卓上試験機 EZ Graph (島津製作所)、ロードセルセンサー AGS-X・EZ-X 

CL1 1kN (島津製作所)を用いて、クロスヘッドの速度は 10 ミリメートル/分で引張試験を行

い、引張強度を測定した。 

図 2-21 は熱可塑性ゼラチン/PLA/PBS ブレンドと TPS/PLA/PBS ブレンドの引張試験の結

果を示している。さらに、表 2-6には熱可塑性ゼラチン/PLA/PBSブレンドと TPS/PLA/PBS

ブレンドの機械特性評価をまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-21 熱可塑ゼラチン/PLA/PBS ブレンドと TPS/PLA/PBS ブレンドの引張試験結果 
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PLA/PBS ブレンドに TPS を添加することにより、破断伸び率 (%)が大幅に増加したこと

を示した。それは、TPS には可塑剤としてグリセリンを添加しているため、柔軟性が向上

していると考えられる。しかしながら、PLA/PBS ブレンドのヤング率は、重量比が 1:1 と

1:2の時、それぞれ 1.10 ± 0.04 GPaと 1.27 ± 0.03 GPaであるのに対して、10 wt% TPSを添加

した TPS/PLA/PBSブレンドでは、それぞれ 1.11 ± 0.02 GPaと 1.32 ± 0.05 GPaであり、明確

な向上が見られなかった。一方、PLA/PBSブレンドに熱可塑性ゼラチンを 10 wt%添加した

場合、ヤング率が、それぞれ 1.36 ± 0.02 GPaと 1.61 ± 0.09 GPaに上昇したことが示され

た。以上の結果により、TPS では、可塑剤としてグリセリンを添加したことにより、機械

特性の変化が見られた。また、熱可塑性ゼラチンでは、ゼラチンと PBS の相溶性、または

PLA と PBS の相溶性が良いことにより、PBS が熱可塑性ゼラチンと PLA の相溶化剤とし

て、熱可塑性ゼラチンと PLAの相溶性を向上し、破断伸びが改善したと考えられる。 

  

表 2-6 熱可塑ゼラチン/PLA/PBS ブレンドと TPS/PLA/PBS ブレンドの機械特性評価 
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2-4-2-2 熱可塑性ゼラチン/PLA/PBS ブレンドと熱可塑性デンプン/PLA/PBS ブレンドのモ

ルフォロジー評価 

 

2-4-2-1 で熱可塑性ゼラチン/PLA/PBS ブレンドフィルムと熱可塑性デンプン/PLA/PBS ブ

レンドフィルムの引張試験後の破断面を走査型電子顕微鏡（SEM）SU3500 (日立ハイテク

サイエンス)で観察した (図 2-22)。 

 

 

 

 

熱可塑性ゼラチンの添加により、PLA/PBSブレンドは重量比が 1:1と 1:2の時、ゼラチン

の凝集が見られた。引張試験をする際に、ゼラチン凝集の存在によって応力が集中して、

空洞のところから断裂することになるため、この凝集は破断伸びの低下に引き起こす原因

となると考えられる。一方、TPS を添加した TPS/PLA/PBSブレンドでは、ブレンドが伸び

てから断裂する構造が見られた。これは、TPS に含んでいるグリセリンが可塑剤として働

き、TPS/PLA/PBSブレンド柔軟性を向上させた。  

図 2-22 熱可塑ゼラチン/PLA/PBS ブレンドと TPS/PLA/PBS ブレンドの引張試験断面の

SEM 観察 
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2-4-3 熱可塑性デンプン/ゼラチン/PLA等ブレンド開発の課題と対策 

 

 熱可塑性ゼラチン/PLA等ブレンドの比較として、ポリ乳酸と PBSに可塑性デンプンの添

加効果に関するパラメーターデータを積み上げた。特に、TPS に含んでいるグリセリンを

可塑剤として、ブレンドの機械的特性に影響を与えていることを明らかにした。MBBP の

開発に向けて、熱可塑性デンプン・ゼラチン/PLA 等ブレンドに対するプラスチック成形技

術の適用：通常のプラスチック成形並みの速度・精度を達成する必要がある。特に、成形

技術に対して、延伸効果について評価する必要がある。 

 予備検討では、PLA/タルク複合材料を用いて二軸延伸を実行し、未延伸と二軸延伸後の

フィルムの力学物性と熱物性を比較することで、二軸延伸が及ぼす PLA/CT 複合材料への

影響を調査するとともに、PLA 及び複合材料の物性改善を目指した。生分解性を持ち、天

然由来の原料から作製される高分子樹脂である PLA に対して二軸延伸を行った。二軸延伸

により PLA の面内等方性を維持しながら、ポリマー鎖をフィルム面内に配向させることが

できる [2-85]。PLA は低延性かつ低靭性といった欠点を持つため、二軸延伸を行った PLA

は 100 %という高い破断歪が報告され、二軸延伸によって誘起される等方的に小さい結晶

ラメラからなる結晶構造が、PLA を高靭性させることが報告されている [2-86]。また、ア

ニーリング処理をしない PLA は通常の使用時に結晶化速度が低くて結晶化度が低いため、

二軸延伸を実施することで、結晶化速度を上昇させると同時に結晶性を高め、PLA を高靭

性化させる [2-87]。二軸延伸は煩雑な手順やその他の有機試薬等を必要とせず、経済的か

つ環境低負荷で持続的な手法であり、PLAの物性を効率的に改善できる。 

 二軸延伸後の PLA、PLA/タルク、PLA/ PLA 粒子コーティングタルクでは、降伏点を示

したことに加え、引張応力の増加とともに破断伸びの増加がみられ、延性挙動が示されて

いる。また未延伸のフィルムと比較して、二軸延伸後のフィルムの最大応力が増加した。

さらに、PLA/タルクと PLA/ PLA 粒子コーティングタルクでは二軸延伸速度の増加ととも
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に、最大応力が大きくなったことに対して、二軸延伸速度 100 ミリメートル/分で延伸した

PLAの最大応力は未延伸、二軸延伸速度 25 ミリメートル/分、二軸延伸速度 50 ミリメート

ル/分よりも小さくなった。未延伸フィルムと比較して、二軸延伸後のフィルムの引張弾性

率が上昇していることが分かったが、引張弾性率と延伸速度との相関性がみられなかった。

破断伸びの結果では、二軸延伸後の全てのフィルムは未延伸のフィルムと比較して大幅に

向上していることが見られた。異なる延伸速度の比較では、すべての PLA、PLA/タルクと

PLA/ PLA粒子コーティングタルクフィルムに対して、延伸速度の増加とともに破断伸びが

向上したが、100 ミリメートル/分 は 50 ミリメートル/分と比較して低下していることが分

かった。二軸延伸の過程で速い延伸速度によりフィルムが亀裂等によって劣化し、破断伸

びが低下したと考えられる。また、力学物性が大幅に向上しているのは、二軸延伸によっ

て高い結晶配向が起こり、高次の結晶構造が形成していると考えられる。以上の結果より、

PLA、PLA/タルク複合材料、PLA/ PLA粒子コーティングタルク複合材料に対して、二軸延

伸を実行することで大幅な力学物性の向上が確認できた。 

 以上の予備結果により、熱可塑性ゼラチン/PLA 等ブレンドと熱可塑性デンプン/熱可塑

性ゼラチン/PLA等ブレンドを延伸することにより、開発MBBPの熱特性と機械的強度の改

善を目指し、幅広く機械特性を網羅できるMBBPの開発を図る。 
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2-5 作製したMBBPの海洋生分解評価 

 

 本項目では、開発した MBBP の海洋生分解性を評価した。分解性評価においては、代表

的な海洋環境を模した水槽中にサンプルを一定期間静置後、外観の経過観察、フィルム表

面のモルフォロジー観察と生物化学的酸素要求量（BOD）試験を組み合わせ、海洋生分解

性の評価を行った。 

 

2-5-1 原料の海洋生分解性予備検討 

 前述したように、海中において生分解性プラスチックはデンプンによってバイオフィル

ムの形成が促進されており、海洋分解性を持つことが示唆された。その結果を踏まえ、デ

ンプンの含有量によってバイオフィルムを形成する微生物群が変化し、樹脂の海洋分解性

に影響を与える可能性があると推測した。そこで、開発 MBBP の比較対象として、MBBP

の類似品であるMater-Bi (PLA: PBAT: TPS＝12: 67: 20、イタリア モバモント社製) 、CG41-

D (PLA: PBAT: TPS＝12: 63: 25、タイ SMS社製) のプラスチック 2種  と、海中難分解性生

分解性プラスチックの PLA、PBSを用いて予備検討を行った。 

 東京海洋大学品川キャンパス繋船場にて 4 種の素材を海水中に浸漬した。50 ミリリット

ルコーニングにきりを用いて数カ所穴を開け、中に各素材約 0.1 グラムを入れた。先端に

おもりをつけたロープに各素材入りコーニングを 3本ずつ、合計 15本のコーニングを結束

バンドで括り付け、繋船場の岸から浸漬した。図 2-23 のように、これを 3 セット用意し、

1ヶ月、2ヶ月、3ヶ月に各素材 3本ずつ回収した。 

 



- 69 - 

 

 

 

 

浸漬前に切り取った各素材を蒸留水で洗い、乾燥棚で一晩乾燥させてから計量計を用い

て乾燥重量を測定した。浸漬後は 50 ミリリットルコーニングにMB2216 液体培地 3 ミリリ

ットルと各素材を入れ攪拌し、バイオフィルムを取り除き、懸濁液を得た。適量の SDS 

2％溶液に各素材を浸漬し、50℃で 4時間静置した。その後、温かい蒸留水で洗い流し、細

菌を完全に除去した。細菌を除去した各素材を乾燥棚で一晩乾燥させ、乾燥重量を測定し

た。その結果、Mater-Bi、CG41-Dは 3ヶ月で約 20％減少したが、PLA、PBSはほとんど減

少しなかった。PLA、PBS のみでは海中分解が難しいことが確認できた。また、マイクロ

スコープと SEMを用いて 1、2、3ヶ月海中に浸漬した 4種の素材の表面を観察した結果で

は、 マイクロスコープでは、大きな違いを見ることはできなかったが、SEM写真からは、

Mater-Bi、CG41-D において小さな多数の穴が確認でき、PLA、PBS ではほとんど確認でき

なかった。このことから、Mater-Bi、CG41-D は海中で微生物による分解が進んだが、PLA、

PBSは分解が進んでいないことが示唆された。 

3ヶ月間海中浸漬した 4種の素材のバイオフィルムと引き上げ時に採水した海水から細菌

を得た。Mater-Biから 1678株、CG41-Dから 693株、PLA から 230株、PBS から 417株、

図 2-23 3 か月海中浸漬する直前の試料 
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海水から 307 株の細菌が単離できた。Mater-Bi、CG41-D、PLA、PBS の一部では培地上を

這う細菌が確認された。各バイオフィルムから得た細菌の内、なるべく色や形の異なるも

のを各々10 数株選抜し、菌種同定した。表 2-7~表 2-10 では、 各菌種について典型種の論

文に記されている情報によってエステラーゼ・リパーゼ生産の有無を記載した。Mater-Bi

と CG41-D では V. pomeroyi等の Vibrio属、有害な有機化合物やエステル等の分解活性が高

い Sphingomonas属が見られた。一方、PLAと PBSでは、V. neptuniusをはじめとする Vibrio

属がほとんどだった。海水中からもエステラーゼやリパーゼの生産菌が見られた。検査株

数が少なかったが、デンプンの含有量によってバイオフィルム中の菌層に違いが見られた。 

以上の予備検討により、開発 MBBP 等のデンプン含有によって、バイオフィルム中にエ

ステル分解菌が多くなり、プラスチックの分解が進む特徴が示唆される。本事業では、同

様の評価で、熱可塑性ゼラチンに関するデータを評価する。 
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※₁各菌種について典型種の論文に記されている情報によってエステラーゼ・リパーゼ生産の有無を記載

した。(○:あり ×:なし －:データなし) ※₂ 番号は単離時の株番号で、筆者がコロニー形状や生育速

度によって異なる株を選出したため、番号に抜けがある。[2-88] 

No. Scientific Name エステラーゼ・

リパーゼ生産 

Query 

Cover 

Per. 

Ident 

1 Vibrio chagasii ○ 100 100 

4 Shewanella loihica × 99 99.72 

6 Photobacterium alginatilyticum ○ 100 100 

7 Vibrio chagasii ○ 100 99.82 

10 Sphingomonas paucimobilis  

Sphingomonas parapaucimobilis  

Sphingomonas yabuuchiae  

Sphingomonas sanguinis 

－ 

－ 

－ 

－ 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

11 Vibrio pomeroyi  ○ 100 98.91 

14 Vibrio pomeroyi  

Vibrio gigantis  

Vibrio artabrorum 

○ 

－ 

－ 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

16 Vibrio pomeroyi  ○ 100 98.59 

19 Vibrio barjaei － 100 98.99 

20 Vibrio barjaei － 100 98.78 

24 Photobacterium ganghwense ○ 100 98.87 

29 Vibrio pomeroyi  ○ 100 98.81 

 

  

表 2-7 3 ヶ月海中浸漬した Mater-Bi のバイオフィルム中の細菌同定結果 
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※₁各菌種について典型種の論文に記されている情報によってエステラーゼ・リパーゼ生産

の有無を記載した。(○:あり ×:なし －:データなし) ※₂ 番号は単離時の株番号で、筆

者がコロニー形状や生育速度によって異なる株を選出したため、番号に抜けがある。[2-

89,90] 

 

No. Scientific Name エステラーゼ・

リパーゼ生産 

Query 

Cover 

Per. 

Ident 

1 Shewanella loihica  

Shewanella kaireitica  

Shewanella piezotoletrans  

Shewanella atlantica  

Shewanella aquimarina 

× 

○ 

○ 

○ 

○ 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

3 Vibrio pomeroyi  ○ 100 98.38 

4 Shewanella algidipiscicola － 100 99.03 

7 Vibrio furnissii  

Vibrio trironius  

Vibrio hangzhouensis 

○ 

－ 

－ 

100 

100 

100 

99.09 

99.09 

99.09 

9 Vibrio pomeroyi ○ 100 99.03 

10 Vibrio neptunius ○ 100 98.75 

11 Epibacterium multivorans － 100 99.78 

12 Sphingomonas paucimobilis － 100 99.2 

14 Photobacterium leiognathi － 100 100 

15 Vibrio heatarius － 100 99.17 

22 Shewanella loihica  × 100 100 

30 Vibrio pomeroyi  

Vibrio gigantis  

Vibrio artabrorum 

○ 

－ 

－ 

100 

100 

100 

99.66 

99.66 

99.66 

 

  

表 2-8 3 ヶ月海中浸漬した CG41-D のバイオフィルム中の細菌同定結果 
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※₁各菌種について典型種の論文に記されている情報によってエステラーゼ・リパーゼ生産

の有無を記載した。(○:あり ×:なし －:データなし) ※₂ 番号は単離時の株番号で、筆

者がコロニー形状や生育速度によって異なる株を選出したため、番号に抜けがある。[2-

91] 

 

No. Scientific Name エステラーゼ・

リパーゼ生産 

Query 

Cover 

Per. 

Ident 

1 Vibrio neptunius ○ 100 98.9 

3 Vibrio hepatarius － 100 99.58 

4 Vibrio neptunius ○ 100 98.91 

8 Vibrio fluvialis  

Vibrio tritonius 

－ 

－ 

100 

100 

99.8 

99.8 

9 不明  
  

10 Vibrio neptunius ○ 100 99.09 

12 Vibrio hepatarius － 100 99.24 

14 Photobacterium sanguinicancri － 100 99.69 

22 Vibrio pomeroyi ○ 100 99.04 

23 Photobacterium gaetbulicola ○ 100 99.75 

26 Vibrio pomeroyi ○ 100 99.13 

29 Photobacterium leiognathi － 100 100 

 

  

表 2-9 3 ヶ月海中浸漬した PLA のバイオフィルム中の細菌同定結果 
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※₁各菌種について典型種の論文に記されている情報によってエステラーゼ・リパーゼ生産

の有無を記載した。(○:あり ×:なし －:データなし) ※₂ 番号は単離時の株番号で、筆

者がコロニー形状や生育速度によって異なる株を選出したため、番号に抜けがある。[2-

92,93] 

No. Scientific Name エステラーゼ・

リパーゼ生産 

Query 

Cover 

Per. 

Ident 

11 Vibrio gigantis  

Vibrio pomeroyi  

Vibrio artabrorum 

－ 

○ 

－ 

100 

100 

100 

99.71 

99.71 

99.71 

12 Photobacterium frigidiphilum  

Photobacterium indicum 

○ 

－ 

100 

100 

98.51 

98.51 

13 Shewanella algidipiscicola － 100 99.01 

15 Vibrio owensii ○ 100 99.87 

16 Photobacterium gaetbulicola ○ 100 99.58 

19 Vibrio tubiashii － 100 99.75 

21 Vibrio neptunius ○ 100 99.32 

23 Vibrio hyugaensis  

Vibrio owensii 

－ 

○ 

100 

100 

100 

100 

26 Photobacterium ganghwense ○ 100 99.75 

27 Vibrio pomeroyi ○ 100 99.06 

28 Photobacterium sanguinicancri － 100 99.08 

29 Vibrio pomeroyi ○ 100 99.06 

 

 

  

表 2-10 3 ヶ月海中浸漬した PBS のバイオフィルム中の細菌同定結果 
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2-5-2 実験 

 

2-5-2-1 熱可塑性ゼラチン/PLAブレンドの海水浸漬評価 

 

熱可塑性ゼラチン/PLAブレンドは熱可塑性ゼラチンと PLA (重量比 1 : 9)を、全量が 100 

gとなるように混合した。混合物を KF70V2 (東洋精機)により 170°Cで 5 分間予熱した後、

170 °C、10分間、70 rpmで溶融混練して作製した。混錬した熱可塑性ゼラチン/PLAブレン

ドは金型 0.5 ミリメートルにしてアルミ板で挟み、手動油圧加熱プレス機 (井元製作所)を用

いて 170 °Cで 5分間予熱を行い、10 MPaで 5分間加熱成形し、氷水で急冷しフィルムを作

製した。作製したフィルムを 2 センチメートル ×2 センチメートルの四方形フィルムに切

った。 

海水による熱可塑性ゼラチン/PLAブレンドの生分解性は、OK生分解性 MARINE試験に

従って振盪インキュベーター Bio-Shaker BR-3000L (Taitec Co.)で評価された。収集した海水

を 77 μm メッシュフィルターでろ過し、ASTM D6691-17 [2-94]に従って、調整した海水に

無機塩を加えて 0.5 g/Lの塩化アンモニウムと 0.1 g/Lのリン酸二水素カリウムを調製した。

海水生分解性試験は、作製したフィルムと調整海水 (250 ミリリットル)を 500 ミリリットル

ボトルに入れ、30 °Cで 150 rpmで撹拌することにより実施した。この海水生分解性試験に

おける重量減少率は次の式により定義された。 

 

重量減少(%) = (WBD-WAD) / WBD × 100% 

 

ここで、WBD と WAD はそれぞれ海水生分解性試験前と後の乾燥フィルムの重量である。 

 

今年度では、1 ヵ月の海水生分解性試験を行った。図 2-24 では海水生分解性試験前と後 
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のフィルムを示している。海水に浸漬する前、熱可塑性ゼラチン/PLA ブレンドフィルムが

透明であることに対して、1 ヵ月間海水に浸漬した後、熱可塑性ゼラチン/PLA ブレンドフ

ィルムが不透明で白くなり、赤色の斑点が出現していることが観察された。その斑点は、

菌であることと考えられる。1 ヵ月では、熱可塑性ゼラチン/PLA ブレンドフィルムの上に、

菌が吸着していることが示唆された。 

 また、重量減少分析の結果では、熱可塑性ゼラチン/PLAブレンドフィルムは 1ヵ月間

海水に浸漬した後、約 10 %の重量損失に加え、熱可塑性ゼラチン/PLAブレンドの分子量は

100,000 から 85,000 まで低下していることが分かった (図 2-25)。この結果から、10 %の重

量損失は、ゼラチンの分解に加え、PLA の分子鎖も分解していると考えられる。ただし、

長期間にわたり詳細評価が必要となる。 

図 2-24 海水生分解性試験前と後のフィルム 
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図 2-25 海水生分解性試験前と後の重量損失と分子量減少 
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2-5-2-2 熱可塑性デンプン/PLAブレンドの海水浸漬評価 

 

熱可塑性デンプン (TPS)/PLAブレンドは TPSと PLA (重量比 1 : 9)を、全量が 100 gとな

るように混合した。混合物を KF70V2 (東洋精機)により 170°Cで 5 分間予熱した後、170 °C、

10分間、70 rpmで溶融混練して作製した。混錬した TPS/PLAブレンドは金型 0.5 ミリメー

トルにしてアルミ板で挟み、手動油圧加熱プレス機 (井元製作所)を用いて 170 °Cで 5分間

予熱を行い、10 MPaで 5分間加熱成形し、氷水で急冷しフィルムを作製した。作製したフ

ィルムを 2 センチメートル ×2 センチメートルの四方形フィルムに切った。作製した

TPS/PLA ブレンドフィルムは約 0.1 グラムを秤量し、穴をあけたファルコンチューブに入

れ、東京海洋大学係船場にて 3 ヵ月間海中浸漬を行った。海水生分解性試験における重量

減少率は次の式により定義された。 

 

重量減少(%) = (WBD-WAD) / WBD × 100% 

 

ここで、WBD と WAD はそれぞれ海水生分解性試験前と後の乾燥フィルムの重量である。

比較として、PLAフィルムを同様な手順で作製して評価した。 

 

今年度では、3ヵ月の海水生分解性試験を行った。図 2-26では PLAフィルムと TPS/PLA

ブレンドフィルムの海水生分解性試験前と後の SEM 観察を示している。3 ヵ月海水に浸漬

する前、PLA フィルムは平滑であることに対して、3 ヵ月間海水に浸漬した後、TPS/PLA

ブレンドフィルムが空洞と隙間が出現していることが観察された。この空洞は TPS/PLA ブ

レンドフィルムが分解していることを示唆されている。 
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また、重量減少分析の結果では、PLA フィルムは 3 ヵ月間海水に浸漬した後、重量損失

が見られなかったことに対して、TPS/PLA ブレンドフィルムは 3 ヵ月間海水に浸漬した後、

15 %の重量損失が観察された (図 2-27)。この結果から、デンプン含有によってプラスチッ

クの分解が進むことが示唆される。ただし、長期間にわたり詳細評価が必要となる。 

 

 

 

 

 

 3ヵ月間海水に浸漬した PLAフィルムと TPS/PLAブレンドフィルムに付着した菌を分析

した結果、PLA フィルムでは、菌の単離株が少なくて評価できなかった。一方、TPS/PLA

図 2-26 PLA フィルムと TPS/PLA ブレンドフィルムの海水生分解性試験前と後の SEM 観

察 

図 2-27 海水生分解性試験前と後の重量損失と分子量減少 
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ブレンドフィルムではデンプン分解酵素を持つ菌（Reinekea marina）の存在に加え、エス

テラーゼやリパーゼを生産する菌 Aliiroseovarius sediminilitorisと Corallincola holothuriorum

が存在していることを確認した。また、バイオフィルムを形成する Vibrio chemaguriensisと 

Shewanella colwelliana が存在していることが確認された。浸漬 3 ヵ月までに、TPS/PLA ブ

レンドフィルムに含まれるデンプンが分解していることに加え、PLA もエステラーゼやリ

パーゼを生産する菌 Aliiroseovarius sediminilitorisと Corallincola holothuriorumにより分化さ

れていることが示唆された。 

 BOD試験では、作製したPLAフィルムとTPS/PLAブレンドフィルムを用いて評価した。

生分解性プラスチックが分解されると CO2 が生成するため、生分解性試験測定セット 

(OxiTop®、Xylem Analytic)を使用して評価した。作製した PLAフィルムと TPS/PLAブレン

ドフィルムはそれぞれ約 0.1 グラムを秤量した後、約 250 ミリリットル海水とともに褐色

瓶に入れ、25 ℃で攪拌子により一定期間撹拌しながらインキュベートを行った。コントロ

ールとして 250 ミリリットル海水を入れた褐色瓶を評価した。図 2-28では 30日間まで発生

したCO2による瓶内圧力経時変化を示している。コントロールと PLAフィルムは時間の経

過とともに瓶内圧力が一定していることに対し、TPS/PLA ブレンドフィルムは時間の経過

とともに瓶内圧力が低下していることが観察された。さらに、PLAフィルム CO2生成量は

コントロールとほぼ同程度であるのに対して、TPS/PLAブレンドフィルムの CO2生成量が

時間の経過とともに CO2 生成量が大きくなることが分かった。また、30 日後 PLA フィル

ムと TPS/PLAブレンドフィルムを観察した結果 (図 2-29)では、デンプンを有する TPS/PLA

ブレンドフィルムは、フィルムが粉砕されていることに加え、海水が濁っていることが観

察された。これは、分解の進行とともに TPS/PLA ブレンドフィルムが脆くなり、攪拌子の

衝撃によって粉砕されていると考えられる。一方、PLA フィルムは時間の経過に伴うフィ

ルムと海水の変化が観察されなかった。 

 以上の結果により、PLAフィルムは 30日間にわたって分解が進行していないことが分か
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り、TPS/PLA ブレンドフィルムはデンプンが有していることにより、分解が進行している

ことが分かった。 

 

 

 

 

 

 

  

図 2-28 発生した CO2 による瓶内圧力変化 

図 2-29 30 日後 PLA フィルムと TPS/PLA ブレンドフィルム観察 
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2-5-3 作製したMBBPの海洋生分解評価の課題と対策 

 

熱可塑性ゼラチン/PLA フィルム海水に浸漬した結果、1 ヵ月の重量減少は 8.3 %となっ

た。今後は、2-3と 2-4で行った機械的特性評価に合わせて、海洋生分解性と目標物性値を

両立したMBBPの開発を目指す。 

東京海洋大学の先行研究では、デンプン/PLA/PBATの MBBPが海中浸漬試験(1、2、6ヶ

月間)を行って分解性を調べて乾燥重量を測定したところ、半年後には約 50％の重量減少が

認められた。デンプンを含有するMBBPのデンプン含有量が 25％であることから、デンプ

ンだけが分解されたのではなく、プラスチック部分である PLA、PBAT も分解されている

と判断され、MBBPの海洋分解性が明らかになった。2ヶ月、6ヶ月海中浸漬したMBBPに

付着したバイオフィルムから得た菌を一部菌種同定した。2 ヶ月にはバイオフィルム形成

能が高い Vibrio splendidus などの海洋性 Vibrio属細菌が多く見られ、6ヶ月にはエステラー

ゼ生産菌が増加した。デンプンを栄養源とするバイオフィルム形成細菌がバイオフィルム

形成を促進し、これらのエステラーゼ生産菌が MBBP 中の PLA、PBAT を分解した可能性

がある。 

 また、予備検討では Mater-Bi や CG41-D、海中難分解の生分解プラスチックである PLA

と PBS の海中浸漬による変化を調べたところ、市販品 MaterBi と CG41-D は重量が 20%程

度減少した。一方、PLA、PBS は、ほとんど減少しなかった。各バイオフィルムから得た

細菌の内、各々10 数株を選抜し、菌種同定した。その結果、MBBP では、エステラーゼや

リパーゼ生産菌の Pseudoalteromonas 属、Ruegeria 属や近縁の Labrenzia 属、Sulfitobacter 属

が多かった。MaterBiと CG41-Dでは V. pomeroyi等の Vibrio属、有害な有機化合物やエステ

ル等の分解活性が高い Sphingomonas 属が見られた。一方、PLA と PBS では、Vibrio 属や

Photobacterium属がほとんどだった。 

熱可塑性ゼラチン、熱可塑性ゼラチン/PLA 等のブレンドも前述した海水浸漬試験と細菌
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相叢の解析により、海洋生分解性のメカニズムを解明し、MBBP 分解微生物を単離し、分

解酵素を精製し同定することで、分解酵素の機能と生産条件を明らかにする。 
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2-6 まとめ 

 

今年度では、実証内容①熱可塑性ゼラチンの製造開発について、産業廃棄物ゼラチンの

熱可塑性を確認できた。減圧乾燥して粉砕することによりフィルム化することに成功した。

実証内容② 熱可塑性ゼラチン/PLA 等ブレンドについて、①と関連付け、ポリ乳酸と PBS

に熱可塑性ゼラチンの添加効果に関するパラメーターデータを積み上げた。実証内容③ 熱

可塑性デンプン・ゼラチン/PLA 等ブレンドでは、熱可塑性ゼラチン/PLA 等ブレンドの比

較として、ポリ乳酸と PBS に可塑性デンプンの添加効果に関するパラメーターデータを積

み上げた。実証内容④ 作製した MBBP の海洋生分解評価では、熱可塑性ゼラチン/PLA フ

ィルム海水に浸漬した結果、1ヵ月の重量減少は 8.3 %となることが分かった。以上の結果

を踏まえて、次年度では下記の項目を実施する予定となる。 

(1) 熱可塑性ゼラチンの製造開発 

(1-1) 硬質系MBBPライブラリーへのセルロースやタルクの複合化技術を開発する。 

(1-2) 熱可塑性ゼラチンペレットの製造を検討する。 

(2) 熱可塑性ゼラチン/PLA等ブレンド 

(1-1) 物性の優れる軟質系MBBPを選び、押出成形によるフィルム・シートを作製する。 

(1-2) 硬質系MBBPを作製し、射出成形によるダンベルや容器の作製を検討する。 

(3) 熱可塑性デンプン・ゼラチン/PLA等ブレンド・成形 

(1-1) 物性の優れる軟質系MBBPを選び、押出成形によるフィルム・シートを作製する。 

 (1-2) 硬質系MBBPを作製し、射出成形によるダンベルや容器の作製を検討する。 

(4) 作製したMBBPの海洋生分解評価 

引き続き新規開発素材の生分解性評価を行うとともに、BOD 試験による生分解量と素材

ごとの表面形状変化の関連から、生分解を促進する素材の組み合わせを検討する。 
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第 3章 LCA評価 

 

3-1 概要 

 

 「海洋生分解プラスチックの開発と用途展開」において、令和 5 年度の目標である「熱

可塑ゼラチンと熱可塑性デンプンの LCA 評価」を中心に GHG 排出量を試算・検討した。

その結果、熱可塑ゼラチンでは原料として廃棄物が利用されるので、デンプン原料よりも

GHG 排出量が小さい。さらに、熱可塑性を付与するために用いられるグリセリンの GHG

排出量はいずれの原料よりも大きいので、性能の範囲内で消費量を少なくすることで、製

造時のGHG排出量は小さくできる。さらに事前検討として、NatuireWorks製の PLAとのブ

レンドを想定したペレット製造までの GHG排出量も試算した。 

ベースラインの PP製品との GHG排出量を比較した結果、以下が判明した。 

(1) 開発品はベースラインに比べ、システム全体の GHG削減が可能である。 

(2) ただし、開発品、ベースライン共にリサイクルできる用途であるかの判断ができず、

本年度はベースラインが燃焼される条件で比較しているので、精度の高い LCA を実

施するには具体的な用途の想定が欠かせない。 

 

また、温室効果ガスに関する略号を以下のように用いる。 

GHG（Green House Gas）＝CO2e＝CO2換算 
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3-2 目的 

 

本章は、「令和 5年脱炭素型循環経済システム構築促進事業（マイクロプラスチックによ

る汚染防止のための化石資源由来素材からの代替実証事業）」のうち、「産業廃棄バイオマ

スを利用した海洋生分解プラスチックの開発と用途展開」のなかの「LCA 評価」を大阪大

学より外注受託したものである。 

 具体的には、「廃棄物を組み込んだ海洋生分解性バイオマスプラスチック（MBBP）の開

発」における温室効果ガス削減効果（GHG: Green House Gas）をライフサイクルアセスメ

ント（LCA）手法を用いて、検討することを目的とする。この検討結果は、開発品が利用

される各種製品などの温室効果ガス削減量の具体的な目標を示すので、重要な検討となる。 

また、事業で用いる海洋生分解性バイオマスプラスチックのGHG排出量と、ベースライ

ンとして現在供用されている PP（ポリプロピレン）プラスチック容器あるいは PE（ポリ

エチレン）を用いたプラスチックシートを比較検討する。 

本事業では、以下の開発項目を実施する予定である。 

・令和 5年度：熱可塑ゼラチンと熱可塑性デンプンの LCA評価 

・令和 6 年度：熱可塑ゼラチン/PLA 等ブレンドの LCA 評価、製造方法の精査による LCA

精度の向上 

・令和 7 年度：熱可塑デンプン・ゼラチン/PLA 等ブレンドの LCA 評価、製造方法の精査

による LCA精度の向上 

本年度は、上記のように開発中の「熱可塑ゼラチンと熱可塑性デンプンの LCA評価」を

実施する。ただし、これら開発製品の配合と具備特性の関係などは明確になっていないこ

とに加え、量産体制は整備されていないので、実際の製造条件を想定した開発品のGHG排

出量に及ぼす各種の変動要因を取りまとめる。 
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3-3 本調査の範囲 

 

図 3-1 に示すプロセスで製造される「熱可塑デンプン・ゼラチン/PLA ブレンド成形品」

が最終的な対象製品である。研究の進展に伴い開発品の廃棄・リサイクル段階であるマテ

リアルリサイクル等も検討対象とする予定である。 

ただし、本年度は先に述べた「熱可塑ゼラチンと熱可塑性デンプンの製造」に関する

GHG排出量を LCA評価の主体とする。ベースライン製品は図 2-2に示すように、広く利用

されている PP樹脂、PE樹脂と設定し、開発品と比較する。  

  

 

図 3-1 海洋生分解プラスチック製品製造のフローとシステム境界 

 

 

 

図 3-2 ベースライン（PP樹脂）のフローとシステム境界 
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なお、LCA評価の基準となる機能単位は、平成 5年度は以下のように設定する。 

 機能単位：1キログラム （具体的な製品や用途が定まっていないので、1キログラムと

設定する） 

また、以下の段階については、研究の進展に伴う特性が明確された段階で、次年度以降

拡充させる予定である。 

(1) 製品加工成形（生産）：開発品、ベースラインとも等しいと仮定し、除外する。 

(2) 流通・使用段階：使用時にはエネルギー消費は伴わないと想定するので、除外する。 

(3) 廃棄・リサイクル段階：廃棄・リサイクル方法が定まっていないので、一般的な廃棄

手法の事例で評価する。 
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3-4 ベースライン製品の利用状況と機能単位 

 

本章では、機能単位を設定すると共に、ベースラインとしての PP 樹脂、PE 樹脂の現状

を把握する。そのため、ベースラインとしての各樹脂の需要と供給を明確化する。ベース

ラインの現状を明確にし、ベースラインの機能単位を設定することで、開発品と公正に比

較できる。これらの検討は、実態に即したベースラインのマテリアルリサイクルモデル設

定の基礎となる。 

 

3-4-1 PP、PE樹脂生産と需要 

 

 ポリプロピレン（polypropylene、略称 PP）とは、プロピレン重合体の熱可塑性樹脂であ

り、汎用樹脂の中で、最高の耐熱性を誇り、比重が最も小さい特徴を有する。さらに汎用

樹脂としては比較的、強度が高く、耐薬品(酸、アルカリを含む)性に優れる。 

文具、紙幣、自動車部品、包装材料、繊維製品、プラスチック部品、種々の容器、実験器

具など幅広い用途がある。 

一方、ポリエチレン（polyethylene、略称PE）は、エチレンが重合した構造を持つ高分子で

あり容器や包装用フィルムをはじめ、様々な用途に利用されている。 

以下、統計資料から生産量と用途をまとめる。 

 

＜生産量＞ 

日本国内での PP、PE樹脂生産量は図 3-1に示すように、いずれも 250万トン/年程度であ

るが、年々減少傾向がみられる。[3-1] 
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図 3-1 PE、PP 樹脂の生産量の推移 

  

＜国内出荷量と用途＞ 

国内の用途別出荷量は、図 3-2に示すようにフィルムなど薄物用途が多い。[3-1] 

 

図 3-2 各種樹脂の用途別国内用途別出荷量（2018 年） 
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3-4-2 機能単位設定の考え方 

 

ベースライン製品（部品、素材）の機能単位設定は、次の二つのステップで考えること

ができる。 

第 1 ステップ）開発品の適用用途を明確にし、従来材との代替をベースラインと設定する。 

第 2ステップ）ベースライン素材の需給から、平均的な製品のベースラインを設定する。 

一般的に、素材はニーズに対して開発される場合が多いが、新規素材開発には期間がか

かるので、シーズ提供となるケースも多い。できるだけ、素材開発と具体的な用途への素

材供給とのタイムラグを短縮し、需要先に対応できるような開発が求められる。また、用

途によって、使用済み製品の回収方法が定まる。 

例えば、包装容器用途の製品では、容器包装リサイクル法に基づいて回収が自治体で実

施され、容器包装リサイクル協会が一括して入札を実施し、使用済み製品の特徴（汚染度、

発熱量など）に応じたリサイクル手法が適用される。 

一方、自動車バンパー用途の押出、射出成型品は、自動車リサイクル法に基づいて自動

車メーカーによって回収され、需要や使用済み製品の特徴に応じたリサイクルが進められ

る。 

このように、ベースラインとして利用される汎用樹脂は、用途によって異なるリサイク

ル手法が採用されるが、本開発品の用途は現時点では検討中なので、樹脂の一般的な処理

方法を想定せざるを得ない。 

ここで、樹脂の一般的な処理方法としては、以下が考えられる。 

(1) 燃焼処理による減容処理 

(2) 燃焼処理によるサーマルリサイクル 

(3) 具体的な製品へのマテリアルリサイクル 

(4) 化学的な処理を施し、他の物質に転換してから再利用するケミカルリサイクル 
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本年度は、(1)を想定することにする。 

また、PP樹脂と PE樹脂の特性（発熱量や燃焼時の CO2排出量）には大きな差異がない

ので、生産量の多い PP樹脂をベースラインとして採用する。 

用途が明確になったのちに、使用済み製品の回収を経て、適切なリサイクル用途を設定

した LCAを実施する。 
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3-5 バイオプラスチックの利用と LCA 

 

3-5-1 バイオプラスチック概要 

 

環境省：中央環境審議会社会部会プラスチック資源循環戦略小委員会で議論されている

資料に基づくと、バイオマスプラスチックは、次のように定義されている。 

・ 再生可能な有機資源を原料にして作られるプラスチック。 

・ ポリエチレンなど通常石油から製造されるものもバイオマスから製造可能。 

また、生分解性プラスチックは、次のように定義されている。 

・ 微生物の働きにより分解し、最終的には水と二酸化炭素に変化する。 

・ 土壌中で分解するものと水中で分解するものがある。 

バイオマスプラスチックと生分解性プラスチックには、図 3-3 のような素材が提示され

ており、広義でバイオプラスチックが定義されている[3-2]。 

 

 

図 3-3 バイオプラスチックの位置づけ 
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3-5-2 バイオプラスチックの生産量 

 

欧州バイオプラスチック協会によると、バイオプラスチックの世界全体での生産量は 

図 3-4のように、2018年に約 200万トンと報告されている[3-3]。 一方、日本バイオプラス

チック協会が集計した日本国内のバイオプラスチック出荷量は、図 3-5のように 5万トン未

満（2019 年）である[3-4]。本報告書で関係するバイオマス素材である PLA の LCA 事例を

整理する。 

 

 

図 3-4 バイオプラスチックの世界生産の内訳 
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図 3-5 日本国内のバイオプラスチック出荷量の素材別内訳 
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3-5-3 ポリ乳酸（PLA） 

 

＜PLAの特徴（GHG排出量、水消費量）＞ 

PLA は代表的な生分解性樹脂として、広く開発されており、アメリカ、ヨーロッパ、中

国のメーカーが参入している。工場は、原料作物の生産地に立地されている場合が多く、

表 3-1のように、NatureWorks 社は、アメリカ・イリノイ州に本社と主力工場を設置し、ト

ウモロコシ等のデンプン作物を 糖化・発酵後に得られる乳酸の重合を経て、ポリ乳酸が合

成されるステップでバイオマス度 100%の PLAを供給している。一方、TotalCorbion社は、

タイにおいて、サトウキビを原料としたポリ乳酸を生産している。さらに、最近は中国メ

ーカーがポリ乳酸製造に参入している。 

 

表 3-1 世界の PLA 製造メーカーの特徴と供給先 
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表 3-1に示した NatureWorksと TotalCorbionは、それぞれポリ乳酸製造までの入出量データ

を学会誌に表 3-2のように公表している[3-5,6]。 

一般にバイオプラスチックを生産する企業は、石油系プラスチックと環境面での競合が

あるので、GHG 排出量を「見かけ上」低く表現できるように、炭素吸収分（uptake）をマ

イナス計上している。つまり、ペレット製造までのGHG排出量から炭素吸収量（燃焼排出

量にほぼ相当）を差し引いている。ISO14067でも図 3-6に示すように CO2吸収が認められ

ている。[3-7] 

 

 

表 3-2 PLA ペレット製造までのGHG 排出量 
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図 3-6 LCA のシステム境界設定と炭素吸収 

（「ゆりかごから製品」と「ゆりかごから墓場まで」の取り扱い） 

 

図 3-6では「ゆりかごから墓場まで（Cradle to Grave）」をシステム境界と設定すると、廃

棄段階でCO2が排出される。この排出されたCO2はバイオマス成長段階で吸収され、炭素

バランスが維持される。（カーボンニュートラル） 
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3-6 開発品およびベースラインの LCA調査 

 

 本章では、「熱可塑ゼラチンと熱可塑性デンプン」原料製造方法に着目した GHG 排出量

およびベースラインと比較した削減量を、LCA 手法を用いて算定する。対象とする環境カ

テゴリは気候変動（地球温暖化）である。 

また、製品製造時にブレンドされる基材は、生産量の大きいNatureWorks（米）製の PLA 

[3-5]と仮定する。この算定にあたっては、ベースラインとして PP樹脂製品との代替効果を

対象として分析を実施する。 

 

3-6-1 対象製品 

 

 本事業で開発される製品の具体的な用途は最終決定されていない。本報告書では「製品」

と設定する。現状のベースライン製品として、ポリプロピレン（PP）製品を取り上げる。 

 

3-6-2 機能単位 

 

LCA の機能単位は、重量など様々な単位が用途に応じ適切に選択されるが、現時点では

用途が明確でないので「1 キログラム相当の製品」と設定する。なお、樹脂ペレットは重

量単位を用いて整理されている場合が多いので、重量ベースのデータが採用しやすいとい

うメリットがある。なお、PLA、PP樹脂の比重は、それぞれ 1.24、0.91と設定する。 
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3-6-3 システム境界 

 

 LCA は、「ゆりかごから墓場まで」の環境側面を評価するツールであるが、比較対象製

品と同一と推測されるプロセスは省略して、比較することができる。そのため、図 3-7（再

掲）及び図 3-8（再掲）のプロセスで、同等と推測される「製品生産（加工）、流通、使用」

の各段階の環境負荷は検討する対象のプロセスから除外する。したがって、比較するプロ

セスは「原料から製品製造」および「廃棄・リサイクル」と設定する。 

 

 

図 3-7 海洋生分解プラスチック製品製造のフローとシステム境界 

 

 

図 3-8 ベースライン（PP樹脂）のフローとシステム境界 

 

なお、システム境界内で消費される原料や燃料のGHG排出量には、直接収集した 1次デ
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ータが望ましいが、特定が困難な場合には 産業技術総合研究所が開発している IDEA 

v.3.1 の LCA データベース[3-8]をバックグラウンドデータとして利用する。IDEAv.3.1 はわ

が国で開発された代表的な積み上げ型 LCAデータベースであり、日本国内で多くの産業が

利用している。ただし、同データベースに付属する個別プロセスの入出力データや排出原

単位は公開が制約されているので、以下の分析では「A」「B」・・などとして秘匿して、記

載する。  
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3-6-4 製品製造のフローとインベントリデータ 

 

3-6-4-1 開発品 

 

(1) 熱可塑ゼラチンと熱可塑性デンプンの製造段階 

 図 3-7 の基本製造フローに記載のとおり、PLA とブレンドされる原料である「熱可塑ゼ

ラチンと熱可塑性デンプン」は、それぞれゼラチン廃棄物、トウモロコシである。この原

料に熱可塑性を付与するため、グリセリン（学術名は、グリセロールであるが、汎用名称

を用いる）がブレンドされ、開発原料が製造される。 

・ ゼラチン廃棄物：国内で生産されるカプセル皮膜材料の廃棄物である「配管残渣や打

抜き残渣」が原料として用いられる。一般的に LCA では主製品に環境負荷が割付けら

れるので、廃棄物の環境負荷は「0」として取り扱われる。そこで、本報告書でもゼラ

チン廃棄物自体の環境負荷は「0」として取り扱う。 

・ デンプン：図 3-7に示すように、トウモロコシ原料からデンプンが製造される。このト

ウモロコシ原料は、国内調達量が限定されているので、中国から調達されると設定す

る。 

・ グリセリン：グリセリンは植物や動物の油脂を加水分解する製造方法と、石油クラッ

キングの副産物であるプロピレンから化学合成する方法がある。しかし、年間約 100万

トン生産されるグリセリンの代表的な製造方法は大豆を主原料とする植物原料である

ことが知られている。そこで、本報告書では植物油脂を主原料とする製造方法と設定

する。 

上記のブレンドに対する収率は、最適化の実験中のため「1.0」と仮定する。 

なお、1 次原料とグリセリンの配合比率は、最適化の途中であるので、以下の変数を用

いる。 
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・ ゼラチン廃棄物：グリセリン＝1-X：X、  0.1＜X＜0.3  代表的な X:0.2 

・ デンプン：ゼラチン＝1-Y：Y、      0.1＜Y＜0.4  代表的な Y：0.25 

ここで、削減効果などを算出する LCA計算シートには 代表的な値を採用する。 

 

＜熱可塑ゼラチン＞ 

熱可塑性ゼラチン原料製造までの GHG 排出量はブレンド比 X から以下のように算出し

た。 

A*(1-X)＋B*X＝[Z1]kg-CO2e 

ここで、A:ゼラチン廃棄物の GHG排出原単位 

B:グリセリンの GHG排出原単位（IDEA） 

      [Z1]：熱可塑性ゼラチンの GHG排出量 

 

＜熱可塑性デンプン＞ 

熱可塑性デンプン原料製造までの GHG 排出量はブレンド比 Y から以下のように算出し

た。 

C*(1-Y)＋B*Y＝[Z2]kg-CO2e 

ここで、C:デンプンの GHG排出原単位 

B:グリセリンの GHG排出原単位（IDEA） 

      [Z2]：熱可塑性デンプンの GHG排出量 

 

上記の関係式から、熱可塑性ゼラチンおよび熱可塑性デンプンのGHG排出量とグリセリン

添加比率との関係を求めた結果を、図 3-9に示す。 
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図 3-9 熱可塑性ゼラチン及び熱可塑性デンプンのGHG 排出量とグリセリン添加量の関係 

 

この図から、熱可塑性ゼラチンは廃棄物原料を用いているので、熱可塑性デンプンより

も GHG 排出量が小さい。また、グリセリンの GHG 排出量はデンプン等よりも大きいので、

いずれの熱可塑原料もグリセリンの比率が高まるとともに、GHG 排出量が増大すると考え

られる。 

 

(2) ペレットの製造段階 

 製品を製造するには、PLA 原料と前述した熱可塑性ゼラチン、熱可塑性デンプンをブレ

ンドしたペレットを製造し、次工程の加工に供される。現時点では、このペレット製造は

実験に至っておらず、ブレンドの比率も明らかではないが、以下の比率範囲でブレンドさ

れると仮定して、ペレットの GHG排出量を試算する。 

 PLA：熱可塑原料＝1-Z：Z   0.1＜Z＜0.5 

 なお、ペレット混合のためのエネルギー消費量も判明していないので、以下ではエネル

ギーは不要と仮定して、ペレットの GHG排出量を試算した結果を図 3-10に示す。なお、 
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図 3-10 ペレットの GHG排出量と熱可塑性原料の添加比率の関係 

 

この図では、各熱可塑性原料へのグリセリン添加量は、代表値を採用している。 

この図から、PLAの GHG排出量は、2.44kg-CO2/kg-PLAと熱可塑性原料よりも大きいの

で、熱可塑性原料の添加比率が高まるほど、ペレットの GHG排出量は低下する。 

PLA の価格は熱可塑性原料よりも高いと考えられるので、開発品の特性が許す限り熱可塑

性原料を添加することで、ペレットの競争力は高まると推察される。 

一方、熱可塑性原料の添加量が 50%であった場合の、ペレットのGHG排出量とグリセリ

ンの添加量の関係を図 3-11に示す。 
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図 3-11 ペレットの GHG排出量とグリセリンの添加比率の関係 

 

 図で示したように、グリセリンのGHG排出量はデンプン等よりも大きいので、ペレット

の GHG排出量を低下するためには、グリセリンの比率を低くすることが必要となる。 

以上の結果、ペレット製造までのGHG排出量を下げるためには、ベースライン製品との性

能が維持できる限り、以下が求められる。 

・ PLAへの熱可塑性原料を高める 

・ 熱可塑原料へのグリセリン添加量を下げる 

 

(3) 成形段階 

ペレットから製品を成形するには、用途に応じて射出成形やインフレーション成形が適

用されるが、現時点では用途が定まっていないので、今年度は調査範囲外とする。 
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(4) 使用段階 

上記の成形段階と同様に用途が定まっていないので、今年度は調査範囲外とする。 

 

(5) 廃棄・リサイクル段階 

開発する「海洋生分解性バイオマスプラスチック」は、用途が定まっていないので、回

収、廃棄からリサイクルに至る条件は不明である。そこで、本報告書では以下のシナリオ

を適用する。 

① 燃焼廃棄：開発品の 1 次原料はいずれも植物性原料を利用し、PLA もトウモロコシな

どの植物性原料が利用される。本報告書では、植物原料栽培時の CO2 吸収量を計上し

ていないので、燃焼時の CO2排出量は「0」と設定することが妥当である。 

② 海洋生分解：生分解されるので、CO2排出量は「0」と仮定する。 

 いずれのシナリオでも、廃棄時の CO2排出量は「0」と取り扱う。 

リサイクルの可能性が判断された段階で、リサイクルの LCAを実施する。 
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3-6-4-2 ベースライン 

 

(1) ペレット製造 

開発品の代替素材は PP樹脂と設定したので、以下の文献から GHG排出量を引用する。 

プラスチック処理循環協会は、2022年に発行している「LCA を考える」の中で、日本国内

の業界平均値として、表 3-3に示す各種樹脂の CO2排出量を示している。[3-9] 

 

表 3-3 代表的なプラスチックペレットの CO2排出量 

 

 

この表から、PPペレットの CO2排出量は約 1.5kg-CO2/kg-PPペレットである。他の温室

効果ガスの影響も考慮して約 2.0 kg-CO2e/kg-PPペレットを示しているデータベース[3-8]も

あるが、本報告書では公開文献の中で信頼される 2.0 kg-CO2e/kg-PPペレットをベースライ

ンとして採用することにする。この排出量には原油輸送に係る GHG 排出量も含まれてい

る。 

 なお、開発品と同様に成形加工の収率は不明であるので、収率 100％と仮定する。 

 

(2) 成形段階 

開発品の用途が定まっていないので、ベースラインも今年度は調査範囲外とする。 
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(3) 使用段階 

上記の成形段階と同様に用途が定まっていないので、今年度は調査範囲外とする。 

 

(4) 廃棄・リサイクル段階 

開発品と同様に条件整理することが必要であるので、本報告書では以下のシナリオで検

討する。 

① 燃焼廃棄：単純に 1 キログラムの使用済み製品が焼却される。この時、化学式から

3.14キログラムの CO2が排出される。 

② サーマルリサイクル：燃焼時に発生するエネルギーを化石燃料代替として利用した場

合を想定し、控除する。PPの発熱量は 44.0 MJ/kgであるので、本報告書では、LNG/石

炭代替（熱量比 1/1）を想定し、リサイクル利用率を変数とする。 

マテリアルリサイクルなどの適用も考えられるが、用途からの回収などを想定しなけれ

ばならないので、本年度はサーマルリサイクルに限定した検討を実施する。 

以上の条件から、ベースラインの PP製品の GHG排出量は以下のように試算できる。 

・ ペレット製造：2.0kg-CO2 

・ 燃焼：3.14kg-CO2 

・ 控除：IDEAの排出量データを引用すると、 

控除 GHG排出量（kg-CO2e/kg-PP）＝44/2x D+44/2xE 

ここで、石炭のエネルギー利用の GHG排出量を D Mkg-CO2e/MJ、 

LNGのエネルギー利用の GHG排出量を E Mkg-CO2e/MJ 

 

上記の設定から、ベースラインの PP製品の GHG排出量とサーマルリサイクル（TR）利

用率の関係を図 3-12にまとめた。 
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図 3-12 PP 製品のGHG排出量とサーマルリサイクル（TR）利用率の関係 

 

この図で、ペレット製造および廃棄時の PP 燃焼の総計は 5.14（＝2.0+3.14）kg-CO2e で

あり、燃焼に伴うエネルギーのサーマルリサイクル（TR）が促進されると、その GHG 排

出量が控除される。 

例えば、PP 燃焼の 44MJ が 100%利用されると、黄緑色で示した 3.57 キログラムが控除

され、 

PP製品のライフサイクルでの GHG排出量は、1.57kg-CO2e（＝5.14-3.57）と試算できる。 

 また、TR の利用率によっても、控除効果は異なる。さらに、この TR の控除 GHG 排出

量は、控除するエネルギー種類によっても異なる。その影響を試算するため、LNG 単独、

石炭単独での控除量を求め、PP 製品の累計 GHG排出量を試算した結果を図 3-13にまとめ

た。 
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図 3-13 PP 製品の累計GHG排出量と控除エネルギー、TR利用率の関係 

 

この図から、TR 利用率が高まるとともに、累計 GHG 排出量は削減し、削減効果は控除

されるエネルギーによっても影響を受けることが明らかである。 

しかし、前述したように開発品/ベースライン共に用途が定まっていないので、リサイク

ルできるか否かを判断できる状況にはない。そのため、本年度は PP製品が焼却処理される

と設定する。 
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3-6-4-3 GHG排出量削減効果の試算 

 

 開発品のペレット原料の GHG 排出量を試算し、ベースラインの PP 製品のライフサイク

ルでの GHG排出量との差から削減効果を試算する。 

 ただし、前節で述べたようにベースラインの PP 製品の累計 GHG 排出量は、リサイクル

の適用方法により大きな影響を受けるが、現時点では用途が定まっていないので、特定す

ることが困難である。 

 そこで、本年度は次の仮定の下で削減効果を試算する。 

・ 処理手法：PP製品は燃焼され、リサイクルされないと仮定する。 

開発品およびベースライン製品 1 キログラムあたりの GHG 排出量の比較結果をまとめ

る。 

表 3-4はゼラチン廃棄物原料の開発品、表 3-5はデンプン原料の開発品に対応している。 

 

 

表 3-4 ゼラチン廃棄物原料の開発品とベースラインの GHG 排出量比較 
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表 3-5 デンプン原料の開発品とベースラインの GHG排出量比較 

 

 

これらの表から、ゼラチン廃棄物を原料とした MBBP では、廃棄物原料自体の環境負荷

が「0」とみなせるので、デンプン原料の MBBPの GHG排出量よりも小さい。また、差異

から、GHG 排出量削減効果があることがわかる。また、ベースラインの廃棄（燃焼）段階

で排出されるCO2が大きいことが削減の理由である。ただし、表はエネルギー起源/非エネ

ルギー起源の排出量を区分していないので、区分が必要である。 

開発品の生産規模として現時点では 9000t/年が想定されているので、GHG 排出量を試算

した結果を表 3-6に示す。 

表 3-6 (1)はゼラチン廃棄物原料の開発品、(2)はデンプン原料の開発品に対応している。 

この表から、エネルギー起源の GHG 排出削減効果は、ゼラチン廃棄物原料の MBBP が

大きいことがわかる。これは、廃棄物を原料として利用しているためである。 

 現在、具体的な製品や用途が定まっていないため、製品単位を 1 キログラムとして評価

している。実証内容② 熱可塑ゼラチン/PLA 等ブレンドと実証内容③ 熱可塑デンプン・ゼ

ラチン/PLA 等ブレンドで得られた熱的性質・機械的性質に合わせて、製品を特定して製品

1個当たりの使用量と GHG排出削減効果の増減を評価する。 
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表 3-6 開発品とベースラインの GHG排出量比較 
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3-7 今後の課題 

 

(1) 今後の課題 

対象とした製品の GHG排出量には、原料構成ばかりでなく、開発品およびベースライ

ンのリサイクルの評価が必要である。ただし、開発品は用途が定まっていないので、実際

にリサイクル可能なのかの判断は現時点では困難である。そのため、本年度は廃棄時に燃

焼されるシナリオで分析を実施したが、今後用途の明確化、その用途に対する回収－リサ

イクルの現状を把握することによって、精度の高い LCAが可能となる。 

 

(2) 限界 

開発品の製造技術はまだ開発途上であることに加え、用途が定まっていないので、本年

度は収率 100％などの仮定の下に LCAを実施したが、実際の製品製造との乖離があること

も想定され、本分析の限界である。 
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3-8 まとめ 

 

令和 5年度の目標である「熱可塑ゼラチンと熱可塑性デンプンの LCA評価」を中心に

GHG排出量を試算・検討した。 

その結果、熱可塑ゼラチンでは原料の廃棄物が利用されるので、デンプン原料よりも

GHG排出量が小さい。さらに、熱可塑性を付与するために用いられるグリセリンの GHG

排出量はいずれの原料よりも大きいので、性能の範囲内で消費量を少なくすることで、製

造時の GHG排出量は小さくできる。 

さらに事前検討として、NatureWorks製の PLAとのブレンドを想定したペレット製造ま

での GHG排出量も試算した。 

ベースラインの PP製品との GHG排出量を比較した結果、以下が判明した。 

(1) 開発品はベースラインに比べ、システム全体の GHG削減が可能である。 

(2) ただし、開発品、ベースライン共にリサイクルできる用途であるかの判断ができない

ので、本年度はベースラインが燃焼される条件で比較しているので、精度の高い LCA

を実施するには具体的な用途の想定が欠かせない。 
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